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読者の皆様

インド太平洋防衛フォーラムにようこそ。今号のテーマは	
グローバルレジリエンスです。
インド太平洋地域の軍事・安全保障提携国は、権威主義

政権や戦略的競争相手による脅威、自然災害や大量移民といった非
伝統的な安全保障上の課題など、世界的な脅威に対抗するため、個々
および集団的なレジリエンス（強靭性・回復力）を構築しています。
レジリエンスにはさまざまな形があります。本号の巻頭記事で

は、志を同じくする軍隊が、気候変動と潜在的な危険範囲がもたら
す「存亡にかかわる脅威」に対して、どのように政府を挙げて備え
を強化しているかを検証します。詳細な特集では、重要な鉱物の生
産に大きく依存する世界的なグリーンエネルギー移行を可能にする
ために、国際協力と進化する持続可能性モデルがなぜ不可欠なのか
を探ります。また、特に太平洋島嶼国（PICs）において、地域のレ
ジリエンスを強化し、気候の影響から脆弱な国々を守るために、同
盟国や提携国の軍隊や国がどのように協力しているかを紹介する記
事もあります。米国国際開発庁（USAID）は 2023 年、サモアに対し、
災害による混乱に耐える能力を強化するためのコミュニティ主導の
取り組みに約 2億 2,000 万円（150 万ドル）を提供しました。今回
の支援は、米国国際開発庁の「2022-27 年太平洋島嶼国戦略的枠組み」
の一環であり、太平洋島嶼国 12か国におけるコミュニティのレジ
リエンス、民主的ガバナンス、経済成長を強化することを目的とし
た数十億ドル規模の官民イニシアチブです。
大規模なグローバル演習は、インド太平洋地域の軍隊がレジリ

エンスを築き、強固で永続的なパートナーシップを実証することを
可能にします。本号の記事では、タイで実施されたコブラ・ゴール
ドやオーストラリアで実施されたタリスマン・セイバーといった多
国間演習がもたらす安全保障上のメリットにも焦点を当てています。	
こうした訓練は、合同部隊や多国籍軍が地域の安定、平和、繁栄に
対する共通のコミットメントを強化する機会となっています。また、
インド太平洋全域の同盟国や提携国との相互運用性の強化にもつな
がります。	
レジリエンスは抵抗力につながります。軍事政権がミャンマーの

権力を掌握してから 2年以上が経過した今、民間人を中心とする抵
抗勢力連合は、その決意の強さを示しています。ダニエル・K・イノ
ウエ・アジア太平洋安全保障研究所（Daniel	K.	Inouye	Asia-Pacific	
Center）教授のミーミー・ウィン・バード（Miemie	Winn	Byrd）
退役米国陸軍中佐は、民衆のレジリエンスが政権に対する転機に達
することの意義について説明します。同氏は、抵抗勢力連合が国の
支配権を完全に取り戻し、民主主義を復活させるためには、統一さ
れた司令体制とさらなる国際的支援が必要だと主張しています。
これらの記事が、インド太平洋諸国と軍隊にとってのレジリエ

ンスの価値について、地域的な対話を促すことを願っています。
読者の方々のコメントをお待ちしております。FORUM	スタッフ
（ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄
せください。

インド太平洋の行方

『インド太平洋防衛フォーラム』 は、インド太平
洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を提
供することを目的として、米インド太平洋軍司
令官が四半期ごとに発行している軍事専門誌で
す。本誌に記載されている意見は、当該司令部
または米国政府の他の機関の方針や見解を表明
するものではありません。特に記載のない限り、
記事はすべて FORUM スタッフが執筆したもの
です。米国国防総省の規定と必要性に応じて公
共事業を実施するために、国防総省長官は本誌
の出版は必要不可欠であると判断しています。

ISSN	2333-1593（印刷版）
ISSN	2333-1607（オンライン版）

米インド太平洋軍（USINDOPACOM）
リーダーシップ
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寄稿者

議論に参加
ご意見をお聞かせください！

『インド太平洋防衛フォーラム』は、インド太平洋地域で軍事および安全保障に従事する人々を対
象にした刊行物です。米インド太平洋軍司令部が四半期ごとに編集・発行する本誌は、テロとの闘
いから国際協力、自然災害まで、地域全体の安全保障の取り組みに関する話題を取り上げ、深く掘
り下げた高品質なコンテンツを提供しています。	

『インド太平洋防衛フォーラム』ではオンライン版
にさらに幅広いトピックを掲載。毎日新しい記事を
お届けします。次のウェブサイトでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com

ウェブサイトでは以下が可能です：
n	 オンライン限定コンテンツへのアクセス
n	 バックナンバーの閲覧
n	 記事の投稿方法を知る
n	 無料定期購読のお申し込み
n	 ご意見・ご感想の送信

オンライン版の FORUM は現在、 
11 の言語で閲覧可能！
中国語（簡体字および広東語）
英語
ヒンディー語
インドネシア語
日本語
クメール語
韓国語
ロシア語
タイ語
ベトナム語

Facebook、X、Instagram、	WhatsApp:	@IPDEFENSEFORUM、
Line:	@330WUYNTでフォロー	

iTunesまたはGoogle	Playで
「FORUMNEWS」を検索し、無料アプリ
をダウンロードしてください。

アプリを	
ダウンロード

ミーミー・ウィン・バード博士
(DR.	MIEMIE	WINN	BYRD)は
退役米国陸軍中佐で、現在はハ
ワイにあるダニエル・K・イノ
ウエ・アジア太平洋安全保障研
究所の教授。専門は米ミャンマ
ー関係、インド太平洋経済、組
織開発、成人学習。軍民の運用、
機関間の協力、企業の財務会計
基準に焦点を当てた研究を行

う。クレアモント・マッケナ大学で経済学と会計の学士号、
ハワイ大学で経営管理の修士号、南カリフォルニア大学で
教育リーダーシップの博士号を取得した。	24 ページに掲載

三島茂徳博士 (DR.	
SHIGENORI	MISHIMA)
は防衛省調達・技術・
後方支援局（ATLA）
副総監兼最高技術責任
者。自衛隊の研究開発、
国際装備・技術協力、
産学官の先端技術強化
などを統括。前職では
ATLAの技術戦略・プ

ロジェクト管理部門を統括。東京大学で海軍建築の学士
号と修士号を、マサチューセッツ工科大学で流体力学の
博士号を取得した。	40 ページに掲載
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地域全体の展望

提携国が 

悪質なスパイウェア 
の拡散に的を絞る

フィリピンが新たに 4拠点を
米国駐留地として指定

2023 年 3 月、約 10 か国が、商用スパイウ
ェアの拡散に対抗するため、国内および国
際的な厳格な規制を求めた。

共同声明を発表したのは、オーストラリア、
カナダ、コスタリカ、デンマーク、フランス、ニ
ュージーランド、ノルウェー、スウェーデン、ス
イス、英国、米国の政府だ。

各国は、「悪意のあるサイバー活動」に使用さ
れる可能性のあるエンドユーザーへの技術や機器
の輸出を防止することを表明した。声明ではまた、
提携国はスパイウェアの拡散に関する情報を共有
し、そうしたツールの特定を向上させるための情
報も共有するとしている。

その数日前、ジョー・バイデン（Joe Biden）
米国大統領は、米国の要員や市民社会を標的にし
たデジタル・スパイツールの悪質な使用を阻止す
ることを目的とした大統領命令に署名した。

この命令は、米国の国防、法執行、情報機関
の調達決定に新たな制限を設けることで、秘密主
義的な業界に圧力をかけることを目的としている。

2021 年、少なくとも 9 人の米国務省職員の
iPhone が、イスラエル企業が開発したスパイウ
ェアを使った正体不明のハッカーに狙われた。
2023 年 3 月下旬には、10 か国に駐在する少なく
とも 50 人の米国政府職員が商用ハッキングツー
ルの被害に遭ったと米国政府高官が発表した。 
ロイター

フィリピン政府は 2023 年 4月、台湾の対岸を含む 4つの新たな軍
事キャンプを特定し、米国軍の交代部隊が無期限に駐留する可能性
があることを明らかにした。
フィリピンのフェルディナンド・マルコス・ジュニア（Ferdinand	

Marcos	Jr.）大統領は、長年の同盟国である両国の 2014 年の防衛
協力強化協定に基づき、米国軍の駐留を既存の 5カ所から拡大する
ことは、自国の沿岸防衛の強化につながると述べた。	
新たな駐留地はカガヤン州北部にあるサンタアナのフィリピン海

軍基地とラルロにある国際空港が含まれる。これらの拠点は、米国
軍に中国南部および台湾近辺の中継地点を提供することになるため、
中国を激怒させている。（写真：2022 年 3月、フィリピンのカガヤ
ン州で行われた二国間演習「バリカタン」で訓練を行うフィリピン
海兵隊と米国海兵隊）
その他の新駐留地は、イザベラ州北部にある拠点、およびパラワン	

州西部のバラバク島にある海軍キャンプだ。
パラワン州は、中国が恣意的にほぼ全域の領有権を主張し、フィ

リピンを含む小規模な領有国を脅かすためにますます攻撃的な行動
を取っている、世界的な貿易ルートである南シナ海に面している。
「（年間）約 441 兆円（3兆ドル）もの貿易が行われている。その
安全を集団で確保する我々の責任は大きい」と、カリート・ガルベス・
ジュニア（Carlito	Galvez	Jr.）国防大臣（当時）は発言している。
米国軍が新たに駐留する 4つの拠点は、「適切かつ相互に有益」

であり、自然災害やその他の緊急事態における人道支援・救援活動
の足がかりになるだろう、とフィリピン大統領府は述べる。
米国国防総省は声明の中で、新しい拠点によって「米国軍とフィ

リピン軍の相互運用性が強化され、インド太平洋地域で共有される
さまざまな課題に対処するため、よりシームレスに共に対応できる
ようになる」としている。AP 通信

IPDF
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約 1	兆 2,500	億円（85	億ドル）相当の
軍備品購入をインドが承認

インドは 2023 年 3 月、軍を強化するため、約 1 兆
2,500 億円（85 億ドル）相当のミサイル、ヘリコプ
ター、大砲、電子戦システムの購入を承認した。

インド国防省は声明の中で、インド軍の装備品取得を承
認する政府の最高機関である防衛装備調達評議会（DAC）
が、すべてのサービスに対する発注を承認したと発表した。
同省によると、ナレンドラ・モディ（Narendra Modi）首相
が推進する国内防衛製造の強化に伴い、すべての発注はイ
ンド企業に行われるという。（写真：2022 年 9 月、インド
が発注した初の国産空母「ヴィクラント（INS Vikrant）」）

同じ核保有国である中国とパキスタンに挟まれ、中国と

のヒマラヤ国境紛争で緊張状態にあるインドは主に旧ソ連
時代の軍備の近代化を進めている。インド政府が 2022 年に
インド洋での中国の活動に懸念を表明したことを受け、承
認された防衛装備の約 80％はインド海軍が占めている。

承認された装備品には、インド海軍用の 200 基のブラモ
ス（BrahMos）ミサイル、50 機の汎用ヘリコプター、電子戦
システムが含まれる。防衛装備調達評議会はまた、インド初
となるディーゼル船舶用エンジンの製造や、空軍が提案した
スホーイ 30MKI 戦闘機用の長距離スタンドオフ兵器の製造も
承認した。インド陸軍は、155mm/52 口径の牽引砲兵 307 基
と高機動車輌、砲牽引車輌を購入する承認を得た。ロイター

日本は、防衛力強化のために各国に財政援助を提供す
る計画だ。これは、国際援助を軍事目的に使用する
ことを禁じた規則から、日本が初めて明確に逸脱し

たことを意味する。
松野博一官房長官は 2023 年 4月、日本の「政府安全保

障能力強化支援」（OSA）は、数十年にわたって道路やダム
などの民間インフラに資金を提供してきた「政府開発援助」
（ODA）とは別に管理されることになると発表した。
「政府安全保障能力強化支援は、安全保障と抑止力を強化

することで、これらの国々との安全保障協力を深め、日本に
とって望ましい安全保障環境を構築することを目的としてい
る」と外務省は声明で述べた。
この変化は、日本が憲法に定められた平和主義から著し

く転換し、第二次世界大戦以来最大の防衛力増強に取り組む
中で起こっている。
政府安全保障能力強化支援プログラムでは、武器輸出に

関する原則に従い、紛争で使用される可能性のある殺傷性兵
器の購入に援助を使用することを禁止している、と外務省は
発表した。
プロジェクトには、海上監視のための衛星通信や無線シ

ステムなどが含まれる見込みで、最初の受領国はバングラデ
シュ、フィジー、マレーシア、フィリピンとなる見込みだ。
同省は、これらの国々で海上安全保障の強化を視野に入れた
政府安全保障能力強化支援のフィージビリティ・スタディを
計画した。（写真：マニラ近海で海賊対処訓練を行う日本の
海上保安庁の船舶とフィリピン沿岸警備隊の船舶）
読売新聞が 2023 年 4月に報じたところによると、日本

はフィリピンに、南シナ海での中国の活動を監視するための
レーダーを提供することを検討しているという。
同省によれば、援助は原則的に発展途上国のみが対象	

となる。
国際援助の範囲を軍事関連事業に拡大するという決定は、

日本が 2022 年 12 月に、中国の軍事力増強に対抗するため、
今後5年間の防衛費の大幅増額を発表したことに続くものだ。
日本はさらに、中国に対抗するために発展途上国との関

与を強めている。岸田文雄首相は 2023 年 3月、南アジアや
東南アジアとの関係強化のため、インド太平洋全域に約 11兆
800 億円（750 億ドル）を投資すると発表した。ロイター

防衛費による海外支援を	
認める日本の新政策

AFP/GETTY IMAGES

AP 通信
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構築
レジリエンスの
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インド太平洋地域の各国軍、気候の影響に適応し、対策を強化
FORUM スタッフ | 写真：AP 通信

エワ・ビーチに、太平洋の波と潮
の衝突と洗掘という容赦のない
力が向かってくる中、フォック
ストロット射撃訓練場では標的

の戦略的な再配置が行われている。2023 年
初頭、隊員たちはピストル射撃場を約	
40 メートル内陸に移設し始めた。これは、
100 年にわたり隊員たちが射撃技術を磨い
てきた、米国海兵隊ハワイ基地プウロア射
撃場訓練施設（PRTF）の 4つの短距離射撃
場を移設する第一歩だ。オアフ島の風下に
ある 55ヘクタールの敷地で行われるこの事
業は、武器弾薬が海を汚染するリスクを抑
えつつ、射撃訓練場を海岸浸食から守るこ
とになる。
「我々には、管理を任されている自然資
源を保護する責任がある」と、基地の環境
コンプライアンス・保護部門のジェフリー・
ハート（Jeffry	Hart）部長はニュースリリ
ースで述べ、さらに「この土地を預かる者
として、海兵隊や	合同部隊の隊員、法執行官
の訓練と即応態勢を維持するため、プウロア
射撃場訓練施設の運用効率を維持しつつ、
資源を保全・保護しなければならない」	
と語った。
中部太平洋から東南アジアをはじめとす

る地域で、軍は政府を挙げて、気候変動と
それに伴う海面上昇、永久凍土の融解、洪
水や暴風雨の激化などの「存亡にかかわる
脅威」に対する適応策や施設を強化するた
めの取り組みを行っている。「こうした気候
変動の影響と関連するリスクは、安全保障
上の課題を生み出し、国防戦略、計画、能力、
任務、資材、装備品、車両、兵器システム、
さらには人員にまで影響を及ぼす」と、米
国空軍省（DAF）のエンジニアであるロバ
ート・エバンス・	ジュニア（Robert	Evans	
Jr.）氏は 2022 年 8月、同省の定期刊行
物「ジャーナル・オブ・インドパシフィッ
ク・アフェアーズ（Journal	of	Indo-Pacific	
Affairs）」への寄稿記事で述べている。さら
に、「ミッション計画の策定では、気候変動
がミッションに及ぼす影響の特定と評価、

気候変動の影響を計画や手順に組み込むこ
と、そして、特に基地のインフラや支援シ
ステムの回復力を高めるために、気候変動
リスクを予測し管理することが含まれなけ
ればならない」としている。
特に、各国が「中国とインド太平洋の脅

威」に注意を向ける中、米国とその同盟国
や提携国は、軍事基地の選択に関連する気
候変動の影響とリスクを評価しなければな
らないとエバンス氏は述べている。

戦略的転換
13,500の島と2億8,000万人の人口を擁し、
新しい首都を一から建設するという至難の
業に最近着手したインドネシアほど、こう
した問題を切実に検討している国はないだ
ろう。平均標高 8mで 1,120 万人が暮らす
ジャワ島の巨大都市ジャカルタは、無制限
な地下水汲み上げとジャワ海による防潮堤
の破壊の犠牲となり、年間 25cmも沈下し
ている。国際連合の試算によれば、20年以
内にジャカルタの3分の1が水没するという。
ジャワ島から北東に約 1,400 キロ、ボル

ネオ島東カリマンタン州のジャングル高地
で新首都の建設が進んでいる。完成すれば、
「ヌサンタラ」（ジャワ語で「群島」）には、
推定 3万人を擁する軍隊の基地やインドネ
シア国軍司令部など、国防と安全保障のイ
ンフラが置かれることになる、とアナリス
トは言う。インドネシアの安全保障戦略研
究所の軍事専門家であるカイル・ファフミ
（Khairul	Fahmi）氏は FORUMの取材に対
し、「軍事施設や設備を開発する際に第一に
考慮すべきことは、要員と住民の安全と安
心、そして職務の遂行の有効性、機能、脅
威の形態だ」とし、さらに「つまり、暴風雨、
地震、洪水などの自然災害に対するレジリ
エンスが、軍事施設や設備の開発には不可
欠となる」と述べた。
長さ 40,000kmに及ぶ地震帯であり、地

球上の火山の 75％を包含し、地震の 90％
を発生させている、いわゆる「リング・オブ・
ファイア（環太平洋火山帯）」沿いに位置す
るインドネシアでは、強靭なインフラの必
要性が高まっている。「将来に向けて、現在
の軍事施設をアップグレードする必要があ
る。気象問題への対処、脆弱な軍事施設の
移転、建築・調達戦略の評価は、気象パタ

インドネシアは、ボルネオ島の東カリマンタン州の
ジャングル高地に新しい首都ヌサンタラを建設	
している。
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ーンの変化に最もインパクトを与えることだと言える」
とファフミ氏は述べた。
「ネイチャー・クライメート・チェンジ（Nature	
Climate	Change）」誌に2023年 3月に掲載された論文
によると、2100年までには、インド太平洋の他の主要都
市も海面上昇により水没する可能性があるという。その
中には、タイのバンコク、インドのチェンナイとコルカタ、
ベトナムのホーチミン、フィリピンのマニラ、ミャンマ
ーのヤンゴンが含まれている。経済協力開発機構（OECD）
の報告によると、海面上昇によるコストは上昇し続け、被
害額は今世紀中に全世界で5兆5000億ドルに達する可能
性があるという。同時に、暴風雨や洪水が悪化しているた
め、「100年に一度の異常気象に耐えられるように設計さ
れた建物やその他のインフラは、これらの異常気象がより
頻繁に、より激しく起こるにつれて、さらに大きなチャレ
ンジを受けている」と、AP通信は 2023年 3月に、	
米国航空宇宙局の科学者の新しい研究を引用して報じた。

ミッションへの影響
このような事態は、何千万人という人々を避難させ、広
範な安全保障上の危機を引き起こし、人道援助や災害救
援の歴史的な需要に対処する軍隊をさらに逼迫させる可
能性がある。ランド研究所気候レジリエンス・センター
（Rand	Corp.’ s	Climate	Resilience	Center）の共同所
長であるアビー・ティングスタッド（Abbie	Tingstad）
氏は、FORUMの取材に対し、「そのため、軍隊は気候
変動の『とてつもない脅威』にますます敏感になってい
る」と語る。「特に任務への影響に注目している人もい
るだろう。既存の任務の種類の変更と頻度、そしておそ
らく新しい任務が加わる可能性がある」と、地理学の博
士号を持ち、米国を拠点とする非営利研究機関の上級物
理科学者であるティングスタッド氏は指摘し、さらに「軍
隊が注目しているもう一つの分野は、...... 人間とインフ
ラの準備体制とレジリエンスだ」と述べた。
日本の気象庁によると、日本周辺の海面水位は

1980 年代から上昇傾向にあり、2022 年の平均水位は
1906 年以来二番目の高さを記録した。軍事施設に関
しては、沖縄諸島にある日米の基地は「特に脆弱なも
ののひとつだ。というのも、科学的な推計によれば、
2100 年末までに沖縄諸島周辺の海面水位は 2000 年と
比べて約 30cm以上上昇する見通しだからだ」と元海
上自衛隊少将で笹川平和財団海洋政策研究所の主任研
究員である秋元一峰氏は、2023 年 3月のジャパンタ
イムズ紙に語っている。
2022 年末に更新された日本の防衛戦略は、気候変

動が「様々な計画、施設、防衛装備品、日本を取り巻
く安全保障環境を含む、将来の（防衛省・自衛隊の）
活動にさらなる影響を与えることは避けられない」と
指摘している。「このため、日本は、2027 年度までに、
地下司令官室建設、主要な基地や宿営地における施設
の移転・統合を推進し、各施設のレジリエンスを向上
させる。また、津波などの災害に対する施設やインフ

ラの補強については、大きな被害が予想され、活動上
重要な基地やキャンプから進めていく」としている。
さらに自衛隊は、化石燃料のサプライチェーンや電

力網への依存を減らすために、太陽光やその他の再生
可能エネルギーの利用を強化している。ジャパンタイ
ムズ紙は、「この構想は、ますます厳しくなる気候条件
に耐えられるように自衛隊の各施設を適応させ、公共
インフラの寸断から迅速に回復する能力を強化するこ
とが目的だ」と報じた。
一方、シンガポール国防省（MINDEF）は、2023 年

初頭に、「環境温度の上昇が訓練と作戦準備態勢にもた
らす長期的な課題」に対処するため、ヒート・レジリ
エンス＆パフォーマンス・センター（Heat	Resilience	
and	Performance	Centre）を立ち上げた。このセンタ
ーは、シンガポール軍、シンガポール国立大学、国防研
究開発機関DSOナショナル・ラボラトリーズの協力の
もと、気候シミュレーション、パフォーマンス評価、回
復科学技術を取り入れ、負傷の原因となり、パフォーマ
ンスを低下させ、意思決定を危うくする兵士の暑熱スト
レスを軽減することを目指す。研究者たちは、暑さを和
らげる衣服やインフラなどを研究している。	
シンガポール国防省のニュースリリースによれば、

「R&D（研究開発）の焦点は軍事的な状況を対象として
いるが、主要な基本的な成果やアプローチは、軍事以外
の準軍事的な状況や民間的な状況にも適用可能だ」という。

「共通のコミット」
特に太平洋諸島では、沿岸部の村民がすでに高台に移
転しており、海水がコミュニティに浸入している状況
の中、提携国は気候影響から地域を守るために協力し
ている。2019 年に発表されたインド太平洋協力強化プ
ログラムに基づいて、オーストラリアは「提携国とと
もに安全保障関連のインフラと能力を提供し、経済的
に安定し、戦略的に安全で、能力があり、政治的に主
権がある地域の構築に貢献することを目指している」
ことをオーストラリア国防省の報道官が FORUMに語
った。同報道官はさらに、「これには、気候変動に対す
るレジリエンスを促進するために、太平洋地域の提携
国と協力することも含まれる。オーストラリアが提供
するすべてのインフラは、自然災害に対するレジリエ
ンスを高める特定の基準を満たしている。...	オースト
ラリアは、集団的行動を通じて太平洋のレジリエンス
を構築するという共通のコミットメントを支持する。
太平洋全域の安全保障インフラ強化への投資は、提携
国の災害前後の対応メカニズムや気候変動問題への対
応のための協力を支援するものだ」と述べた。
集団安全保障はまた、長年の同盟国であるフィリ

ピン・米国の防衛協力強化協定（EDCA）に基づき、
2023 年初頭に発表された 4カ所の新拠点を含め、米
国軍を交代で受け入れるフィリピン国内の 9カ所のイ
ンフラを改善するフィリピン・米国のイニシアチブの
基盤でもある。米国はこの整備に約147億円（1億ドル）
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を投資しており、フィリピンの災害準備と対応能力を
支援し、地元雇用を創出し、軍事的相互運用性を強化
すると当局者は述べている。フィリピンのカルリト・
ガルベス・ジュニア国防相（当時）は 2023 年 2月の
声明で、「これらの新しい防衛協力強化協定は、フィリ
ピンにおける人道的災害や気候関連災害への迅速な対
応を可能にするだけでなく、その他の共有する課題へ
の対応も可能にする」と述べた。
気候への適応とレジリエンスに焦点を当てた地域パ

ートナーシップは、南シナ海の係争海域に人工岩礁を
建設し軍事化するという、環境破壊的な中国共和国の
作戦とは対照的なものだ。海面上昇の中で軍事基地を
新たに建設することは、愚かな行為であり、思い上が
りの危険性を後世に伝える教訓となるかもしれない。
「すでに大部分が水面下にあり、将来的にはさらに水面
下に沈む可能性が高い地域で埋め立て事業を行うのは、
かなり危うい状況のように思われる」とティングスタ
ッド氏は述べた。

「気候情報に基づく」意思決定
米国国防総省は、気候変動を軍事作戦や軍事施設に
危険をもたらすなど、「重大な国家安全保障上の脅
威」とみなしている。ロイド・オースティン（Lloyd	
Austin）米国防長官は、ワシントンD.C. で開催された
2021 年気候に関するリーダーズ・サミットで、「海面
上昇と、より頻繁で強烈な暴風雨は、個人、家族、そ
して地域社会全体を危険にさらすと同時に、我々の集
団的な対応能力の限界を押し上げている」と指摘した。
米国国防総省は、世界中にある 5,000 の施設を守るた

めに、データ分析、予測モデリング、コンピューター
マッピングを導入している。その 3分の 1は、海面上
昇によって高潮の影響を受けやすい沿岸地域にある。
米国陸軍工兵司令部によって設計され、2020 年に

発表された「米国国防総省気候アセスメントツール」
（DCAT）は、ハリケーン、山火事、干ばつ、洪水、そ
の他の異常気象のデータや、海面水位の変化の分析を
用いて、3つの要素（ばく露、感度、適応能力）に基
づいて施設の脆弱性を評価する。米国国防総省のニュ
ースリリースによると、「DCATは、設置計画担当者か
ら指導者まで、国防総省のあらゆるレベルの職員が、
過去のデータと将来の気候予測を用いて、それぞれの
場所が気候関連の危険にどの程度さらされているかを
理解することを可能にする」という。
インド太平洋地域において、米国はオーストラリア、

日本、韓国を含む同盟国とDCATを共有することを約
束しており、「気候関連の緊急事態に対する統合対応
能力の準備のために、太平洋地域の同盟国や提携国と
協力を続けている」と、メリッサ・ダルトン（Melissa	
Dalton）国防次官補（国土防衛・半球問題担当）が
2021 年半ばに行われた米国議会の公聴会で優先事項を
明らかにした。米国国防総省は、「気候情報に基づいた
意思決定の文化を根付かせ、脅威評価、予算、作戦の
意思決定に気候変動を取り入れ ......（中略）...... また、
我々の施設や人々が働き生活する構造物のレジリエン
スを強化することで、軍隊の隊員や共に働く民間人を
含む人員のケアに努めている」という。o

寄稿者：ガスティ・ダ・コスタ（Gusty Da Costa）、ジェイコブ・ドイル（Jacob Doyle）、マリア・
T・レイエス（Maria T. Reyes）（いずれも FORUM 特派員） 

インドネシアの首都ジャカルタの近隣は高潮で浸水し、年間 25センチも沈下している。
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紛争時の	
民間人保護
国際法は、戦争中に軍隊が非戦闘員の被害を
最小限に抑えることを義務づけている

FORUM スタッフ

12 IPD FORUMFORUM
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領土問題、政治的野心、資源競争が武力紛
争の火種となったり、エスカレートした
りすることは珍しいことではない。結果
としての戦争は、その原因にかかわらず、
複雑な結果をもたらす。2022 年の国連

安全保障理事会の報告書によれば、短期的・長期的な
荒廃と、戦時中の死傷者の 90％近くを占める民間人の
死がその例だ。
紛争が一般住民に与える被害について最も悲惨な状況

のひとつは、ロシアの対ウクライナ戦争だ。ウクライナ	
では、傍観者が「家の中や、水を汲んだり食料を買っ
たりといった必要不可欠なことを行っている間」に殺
戮されている、とフォルカー・ターク（Volker	Türk）
国連人権高等弁務官はニュースリリースで述べた。
「若者から高齢者まで、すべての人が影響を受けて
いる。学生たちは、教育施設に対する攻撃によって教
育が停止されたり、中断されたりしている。一方、高
齢者や障害を持つ人々は計り知れない困難に直面して
おり、場合によっては防空壕にたどり着けなかったり、
健康に影響を及ぼすような状況で、地下室で長時間過
ごさなければならなかったりしている」とターク高等
弁務官は 2023 年 2月に述べ、さらに「国際的な人権
と法の侵害が続く日ごとに、苦しみと破壊を乗り越え、
平和へと前進する道を見つけることが難しくなってい
る」と語った。
戦争は世界中に波及し、食料品や燃料費の高騰を招

き、特に最も弱い立場にある人々の間で困窮が深まっ
ている。「民間人の犠牲は耐え難いものだ」とターク
高等弁務官は述べた。	

「可能な限りの予防措置を講じる」
国際人道法とも呼ばれる武力紛争法は、人口密集地での
戦闘を禁じてはいないが、ニューヨークに本部を置く	
国際非政府組織（NGO）ヒューマン・ライツ・ウォッチ
（Human	Rights	Watch）によれば、民間人が存在するこ
とで、戦争当事者は民間人への危害を制限する義務が増
すという。同法は、軍に対し、民間物への損害や民間人の
生命の損失を回避または最小限に抑えるために、「実行可能
なあらゆる予防措置を講じる」ことを求めている。

これらの予防措置には、攻撃対象が軍事目的であ
り、民間人や民生目的でないことを確認するために実
行可能なあらゆることを行うことや、状況が許す限り
攻撃の『効果的な事前警告』を行うことが含まれる」
と、同NGOは 2023 年 2月に報告している。さらに、
「攻撃側は、防御側が人口密集地域内またはその近く
に合法的な軍事目標を設置した責任を負うと考えるだ
けで、民間人に対する危険を考慮する義務を免れるこ
とはできない」としている。
スイスのジュネーブに本部を置く赤十字国際委員会

（ICRC）は、「武力紛争およびその他の暴力状況におけ
る民間人保護の強化」と題するハンドブックを発行し、
罪のない人々を保護するための情報やヒントを共有し
ている。このハンドブックは、武力紛争やその他の暴
力的状況下で自由を奪われた人々、武力紛争や暴力的
状況に参加していない民間人、そして女性や子ども、
高齢者、家を追われた人々など危険にさらされている
人々に焦点を当てている。	
赤十字国際委員会のハンドブックによれば、「民間

人が直接暴力に巻き込まれることが増えているだけで
なく、民間人に対する支配が紛争で争点のひとつにな
ることも多い」という。さらに、「このような状況が
生まれる背景には、地域間、民族間、宗教間の緊張の
高まり、国家機構の崩壊、天然資源をめぐる争奪戦、
武器の普及、テロ行為の増加、いわゆる非対称武力紛
争の拡散などがある。今日、武力紛争やその他の暴力
状況に巻き込まれた民間人が危機の中で保護されない
のは、枠組みが不十分だからではなく、遵守が不十分
だからである」としている。
赤十字国際委員会は、各国が紛争時に備えて、少な

くとも以下のような部分的な保護計画を策定するよう
勧告している：
•	保護活動の実施について、関係当局に提示し、説明し、
推進し、協議する。
•	法執行機関が自らの役割を理解し、法の尊重を徹底
する意思を持つようにする。
•	当局間や、特に危機に際して資源を提供する可能性
のある市民社会の有力な利害関係者との間で、信頼
できる連絡網を構築する。	

紛争時の	
民間人保護

上段左から時計回りに：	

北朝鮮が 5年ぶりに日本上空に中距離弾道ミサイルを発射した 2022 年 10 月 4日、韓国の坡州（パジュ）にある板門店の国境村を

パトロールする米国兵士。AP 通信	

1951 年、朝鮮戦争で負傷した兵士を空輸する米国陸軍衛生兵。国際連合 / 米国空軍 		

2023 年 4 月、ウクライナの都市で住民を避難させる警察。AFP/GETTY IMAGES

ロシアの攻撃で電気を失ったウクライナのキエフの住民に配布されたサバイバルキットを確認する男性。AP 通信  
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•	サービスや	支援の提供について事前承認する地域、
期間、人を選定する。
•	支援プログラムやコミュニケーション活動など、民間
人のための保護を促進する補完的な活動を実施する。	
•	民間人へのプレゼンテーションを含め、現地での保
護活動を確立し、構築する。		
赤十字国際委員会のハンドブックには、「保護活動

を実施する一方で、各組織は、最も包括的な対応、	
ひいては危険にさらされている人々の生活に変化をも
たらす最大の可能性を確保するために、他の人道支援
主体との現場ベースかつ行動指向の補完関係を積極的
に模索すべきである」と記されている。

人類への脅威
インド太平洋における最大の違反者は北朝鮮だ。北朝
鮮は国連の制裁を無視して核兵器開発とミサイル発射
を続けている。核兵器が使用されるリスクは「憂慮す
べきペースで高まっている」と、赤十字国際委員会
の武器・戦闘行為部門のローラン・ジゼル（Laurent	
Gisel）部長は 2022 年 10 月の国連総会で証言した。
ジゼル氏は「核兵器は人類にとって最大の脅威のひと
つだ」とした上で、「その使用は、将来の世代に取り返
しのつかない害をもたらし、人類の生存そのものを脅
かすことになる」と述べた。
世界には 13,000 発以上の核兵器が存在し、その数

は核兵器が使用されるリスクとともに増加することが
予想される、とジゼル氏は証言した。
「このリスクは、より使用しやすいとされる小型核兵器
の開発を含む核兵器の近代化や、核兵器やその指揮統制シ
ステムのヒューマンエラーやマシンエラー、サイバー攻撃
に対する脆弱性を高める可能性のある技術開発によって、
さらに助長される」とジゼル氏は証言を続けた。さらに、「核
兵器が健康、環境、気候、食糧安全保障に及ぼす恐ろしく
長期的で不可逆的な影響について、圧倒的な証拠があるに
もかかわらず、また、核兵器が使用された場合の人道的対
応について十分な能力がないにもかかわらず、さらに、核
兵器が使用されればエスカレートする危険性があるにもか
かわらず、こうした動きが起きている」と述べた。
北朝鮮のミサイル発射の脅威により朝鮮半島の緊張

が高まるなか、韓国の尹錫悦（Yoon	Suk	Yeol）大統
領は 2022 年 8月、さまざまな戦時シナリオを想定し
た軍事作戦計画（OPLAN）の更新を指示した。		
ロイター通信によると、尹大統領は「我々は北朝鮮

の核・ミサイル脅威に対する作戦計画の更新など、国
民の生命・財産を保証するための措置を緊急に準備す
る必要がある」と述べたという。
現在の計画では、北朝鮮が大量破壊兵器の開発にお

いて達成した広範な進歩は考慮されていない。ボイス・
オブ・アメリカによると、とある米国国防省高官は「こ
れは正しいことだ」とし、	

韓国ソウルで消防訓練中に避難する人々。この訓練は、
全国的な民間防衛訓練の一環として行われた。	AP 通信
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さらに、「戦略的環境はここ数年で変化しており、
戦略的環境に合わせて更新された（作戦）計画を持つ
ことは適切かつ必要なことだ」と述べたという。韓国
の能力も向上しており、軍事作戦計画はそれを考慮し
なければならない、と当局者は付け加えた。
軍事作戦計画は、韓国軍と在韓米軍の統合防衛態勢

を統合する。「ディプロマット」誌によれば、更新され
た計画には 3つの段階がある。非武装地帯（DMZ）を
越えて侵攻してくる北朝鮮を迎え撃つ段階、非武装地
帯を越える軍隊を阻止するために反撃を開始する段階、
そして韓米連合軍が反撃のために非武装地帯を越える
段階だ。
ロイド・オースティン米国国防長官は 2023年 1月、

李鍾燮（Lee	Jong-Sup）韓国国防相との会談後、「我々
の究極の目標は紛争ではなく平和であり、その目的に向
けて、両国は大規模な紛争を抑止し、統合能力を強化し、
我々の安全を維持する法治に基づく国際秩序を守るため
に、肩を並べて取り組んできた」と述べた。そして「韓
国防衛に対する我が国のコミットメントは揺るぎない。
米国は長距離抑止のコミットメントを堅持しており、こ
れには通常戦力、核戦力、ミサイル防衛能力を含む米国
の防衛能力の全範囲が含まれる」と語った。

民間人をどう備えるか：韓国からの教訓
韓国政府は定期的に避難訓練や緊急時対応訓練を行っ
ており、被災する可能性のある外国人に配布する緊急
時対応計画を大使館に提出している。同ガイドライン
は、4つの警戒レベルに基づく指示を示している：

•	 レベル 1：警戒態勢の強化
指標：ミサイル発射実験や核実験、扇動的な暴言など、
挑発行為が続いている。これは韓国ではデフォルト
の警告となっている。
すべきこと：冷静さを保ちつつ、警戒を怠らない。
注意を払い、大使館や韓国政府からの発表を確認す
ること。

•	 レベル 2：移動の制限
指標：北朝鮮と韓国が国境沿いに兵力を増強してい
る。韓国に駐在する大使館や国際機関が、特定の場
所への移動を制限する勧告や警告を出している。国
民安全処（公安省）が、民間人の安全に関する勧告
を頻繁に発表している。非武装地帯沿いなど、孤立
した場所での軍事衝突が増える可能性がある。

すべきこと：移動は最小限にとどめ、衝突の可能性の
ある場所を避ける。警察や民間防衛隊の指示に従う。
地元の避難所に避難する可能性に備える。72時間分
の必需品をまとめたサバイバルキットを用意する。

•	 レベル 3：自主的な帰国
指標：国境沿いで北朝鮮軍と韓国軍の遭遇が増える。
韓国政府が国境地域に避難指示を出す。さらに多く
の軍人が配備され、米国とおそらく日本から到着し
始める。非武装地帯の兵力増強が進む。韓国に拠点
を置く大使館や国際機関が韓国への渡航を控えるよ
う勧告する。
すべきこと：現地の大使館は、韓国から自発的に出
国するよう国民に勧告し、そのための経済的援助を
提供する場合もある。サバイバル・キットを携行し、
半年に一度は点検して準備万端にしておく。

•	 レベル 4	：強制避難
指標：大規模な軍事衝突が迫っている。各国大使館
が自国民の韓国からの集団避難に備える。韓国が国
家非常事態を宣言する。民間組織が活動を停止する。
徴兵登録された韓国人男性が兵役に召集される。
すべきこと：指定された避難場所、おそらく非武装
地帯から遠く離れた南側の場所に向かう。各人がサ
バイバル・キットを持つこと。

レジリエンスの構築 
武力紛争は複雑な問題をはらんでいるが、民間人を保
護する準備ができていないことは、その問題のひとつ
であってはならない。赤十字国際委員会や国連の情報
源や、韓国の事例などは、計画策定の出発点となる。
赤十字国際委員会は、「戦争のルールが人命を救った、
しばしば目立たない事例は目につきにくく、多くの人々
が被害を受けると判断し、爆弾投下を断念したパイロ
ットの話は伝わってこない。必要不可欠な医療を提供
するために紛争の最前線を横断する医療従事者の映像
はあまり見かけない」という。
国際人道法違反が存在する一方で、民間人を保護す

る作戦計画も存在しており、交戦規則を尊重し、民間
人に危害を加えない義務を守る戦闘員もいる。
赤十字国際委員会によれば、「紛争には間違いなく

恐怖、痛み、心の傷があるが、レジリエンス、再建、
復興も存在する。紛争によって影響を受ける人々は、
紛争そのものと同様、多面的である」		o

我々の究極の目標は平和であり、紛争ではない。その目的のために、両国は大規模な紛争を	
抑止し、統合能力を強化し、我々全員の安全を維持するルールに基づく国際秩序を守るために
肩を並べて取り組んできた」	

−ロイド・オースティン米国国防長官
「



重要鉱物：
資源争奪戦

リスクの高いサプライ
チェーンを克服し	
環境・社会基準の	
維持を目指す	
多国間パートナー

イラスト：FORUM
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FORUM スタッフ

気
候変動が政府、軍、市民に及ぼす不安定な影
響に対抗して世界的なグリーンエネルギー	
への移行を行うためには、世界の重要鉱物
の生産量を大幅に増やす必要がある。地球

とそこに暮らす生物への影響を緩和しつつ、爆発的な
需要を満たすには、国際的な協力と持続可能性の進化
モデルが必要となる。
鉱物の採掘と加工をめぐる環境破壊は周知の通りで

あり、特に世界の重要な鉱物資源をほぼ独占している
中国では、世界の重要な鉱物資源をほぼ独占している
のは、鉱物資源だけでなく経済的要因も大きい。先住
民族や発展途上国に対する不公平な扱いに対する懸念
が、中国やその他の世界中のプロジェクトを取り巻い
ている。サプライチェーンが限られた地域に集中して
いることは、鉱物へのアクセスが良くとも不確かであ
ることを意味する。最悪の場合、重要な材料は輸入依
存国に対して武器化される可能性がある。
世界中で形成されている多国間パートナーシップ

は、サプライチェーンを多様化し、重要鉱物を生産す
る際の環境的・社会的コストに対処することを目的と
している。例えば、オーストラリア、カナダ、欧州連
合、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、日本、
ノルウェー、韓国、スウェーデン、英国、米国をメン
バーとする「鉱物安全保障パートナーシップ（MSP）」

は、持続可能な鉱物調達と倫理的採掘を支援するため
に 2022 年に結成された。

変革をもたらす鉱物	
重要鉱物とは、政府、軍、産業界が技術、経済、防衛、
安全保障に不可欠であると認識している鉱物を指す。こ
れらは、低排出技術に加えて、スマートフォン、コンピ
ューター、光ファイバーケーブル、医療機器および防衛
機器の主要コンポーネントとなっている。重要鉱物には、
コバルト、グラファイト、リチウムといったおなじみの
元素が含まれ、電気自動車（EV）バッテリーからジェ
ットエンジン用合金まで、幅広い用途がある。暗視ゴー
グルやハイブリッド自動車用バッテリーに使用されるラ
ンタンや、レーザー技術や精密誘導兵器に使用されるサ
マリウムなど、より知名度の低い希土類元素（REE）も
重要な鍵を握っている。よりクリーンなエネルギーへの
世界的な移行は、30年以内に特定の鉱物の需要を 500
％近く増加させる可能性があると、世界銀行の気候スマ
ート・マイニング・イニシアチブは予測している。

2022 年	3	月、インドネシア初の公共充電ステー
ションが開設され、電気自動車の充電を手伝う
ジョコ・ウィドド（Joko	Widodo）大統領（右）。
AFP/GETTY

希土類元素（レアアース）は
グジャラート州（インド）に
設置されているような	
風力タービンには不可欠だ。
AP 通信
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出典：国際エネルギー機関、米国地質
調査所、米国陸軍

イラスト：FORUM

クリーンエネルギーへの移行に
不可欠とされる鉱物

コバルト、ニッケル
充電式バッテリー、 
耐熱合金

ジスプロシウム
永久磁石、データ記憶
装置、レーザー

プラセオジム
永久磁石、電池、 
航空宇宙合金

グラファイト
バッテリー、 
燃料電池

ランタン
充電式バッテリー、
暗視ゴーグル

サマリウム
永久磁石、原子炉部品、
癌治療

リチウム
充電式自動車、コンピューター、
スマートフォンのバッテリー

ネオジム
永久磁石、医療用および
産業用レーザー

鉱物 , 元素と
最終用途例

希土類元素と
その一般的用途

希土類元素から作られる強力な磁石は、衛星通信などの技術に不可欠だ。
AFP/GETTY
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中国は主要鉱物の加工市場をほぼ掌握しており、原
料鉱物のトップ生産国でない場合でも、世界のコバルト、	
リチウム、ニッケル、希土類元素をどの国よりも多く
精製している。アナリストによれば、中国は安価な土
地とエネルギーを自国企業に提供し、環境規制も緩い
ため、最低コストの選択肢を生み出したという。この
結果、ほとんどの産業グレードの鉱物は、鉱石がどこ
で採掘されたかに関係なく、中国で精製される。
しかし、他の国々はより多くの重要鉱物を保有して

いる。コンゴ民主共和国（DRC）、オーストラリア、
インドネシアにそれぞれ世界最大のコバルト埋蔵量が
ある。ニッケル埋蔵量が最も多いのはオーストラリア
とインドネシアで、ブラジルがそれに続く。トルコの
グラファイト埋蔵量は最大で、ブラジル、中国がそれ
に続く。チリは世界最大のリチウム埋蔵量を誇り、続
いてオーストラリア、中国ははるか 3位だ。
中国には世界最大の希土類元素が埋蔵されている

が、オーストラリア、インド、日本、米国などが採掘・
精製活動を活発化させている。希土類元素は強力で軽
量な金属材料であり、風力タービン、電気自動車用	
モーター、衛星通信、ミサイル誘導システム、その他
無数の技術に使用される強力な磁石に不可欠な材料だ。
米国地質調査所によれば、元素の多くは、その分類と

は裏腹に地殻中に「比較的豊富に」存在するが、純粋
な形で発見されることはまれで、分離するには加工が
必要だという。希土類元素は、無謀な採掘や加工がも
たらす環境破壊にも関係している。

「被害は取り返しがつかない」	
内モンゴル自治区にある中国のバヤンオボ鉱山は、	
世界最大の希土類元素鉱山であり、近くにある包頭
（パオトウ）加工施設と相まって、最も悪名高い鉱山
でもある。2019 年に出版された著書『レアアース最
前線：地球の底土から月の景観まで』（原題：Rare	
Earth	Frontiers:	From	Terrestrial	Subsoils	to	Lunar	
Landscapes）の中で、米国デラウェア大学のジュリー・
クリンガー（Julie	Klinger）助教授は、かつてモンゴ
ルの遊牧民が住んでいた人里離れた鉱区での希土類元
素の採掘と精製による放射性物質やその他の汚染物質

重要鉱物の加工市場を大きく支配する中国
主要産出国における主要鉱物の採掘と加工のシェア

出典：国際エネルギー機関「クリーンエネルギー移行における重要鉱物の役割（The Role of Critical Minerals in Clean Energy Transitions）」
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国

2019 年の世界の鉱物資源採掘／加工に占める割合
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される。
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へのばく露に関連する癌の形態について述べている。
同氏はまた、希土類元素の抽出や加工に関連する毒素
が土壌に蓄積し、作物に吸収されたり家畜に摂取され
たり、飲料水に濃縮されることによって生じる身体機
能の衰弱についても言及している。「心が痛むことに、
ヒ素中毒による皮膚病変や、慢性フッ素症の症状であ
る奇形の骨や腐敗した歯によって、真の原住民と移民
を見分けることがしばしば可能である」とクリンガー
助教授は書いている。
採掘では、希土類に含まれる重金属や放射性物質を

含んだ粉塵が発生する。岩石から元素を分離するには、
有毒な化学化合物の配合が必要になる。ある試算では、
1トン未満の希土類元素を精製する場合、1,800 トン
以上の有毒廃棄物が発生する可能性がある。中国では、
1億人以上の人々にとって重要な水源となっている黄
河の 10キロ北にある包頭の素掘りの人工湖に、推定
1億 8000 万トンの「放射性スラリー」が満たされて
いるなど、副産物によって汚染された土壌や重要な水
の供給が脅かされている。
クリンガー助教授によれば、衛星による証拠は、

中国全土で数十年にわたる採掘と加工によって破壊さ
れた土地の一部を中国が修復したことを示唆している
が、公衆衛生面の負担に対する投資を示す調査結果は
あまり得られていないという。無責任な採掘によって
放出された化学物質の多くは体内に留まり、何世代に
もわたって健康障害を引き起こす可能性がある、と
クリンガー助教授は述べ、「採掘や産業廃棄物への暴
露に関しては、その害を取り消すことはできない」と
FORUMに語った。
米国を拠点とするウィルソン・センター（Wilson	

Center）の環境変動と安全保障プログラムのグロー

バル・フェローであるシャロン・バーク（Sharon	
Burke）氏は、2023 年 2月に行われた重要鉱物に関
するウェブキャストの中で、中国は伝統的に国内外で
の採掘に緩い環境基準を適用してきたと述べた。また、
「公平を期すために言っておくと、鉱業セクター全体
がここで輝かしい歴史を歩んできたわけではない」と
し、「あらゆる面で問題があったという長い歴史があ
る。しかし近年では、多くの鉱山会社がより良い操業
を行ない、より良いソーシャルライセンスを取得しよ
うとしている。そしてそれは、環境面での行動も含ま
れている」と述べた。しかし、中国は「鉱業問題に関
して、法の支配や規制の忠実さについて、より良くし
ようと懸命に努力してきたわけではない」という。

海外での搾取
中国の膨大な海外鉱業投資もまた、厳しい目にさらさ
れている。その例として、次のようなものがある：

•	 2013年から2020年にかけて、世界的なNGO
であるビジネスと人権リソースセンター（The	
Business	&	Human	Rights	Resource	Centre）ーは、
中国が所有する鉱業と金属産業における230件以
上の人権に関する苦情を記録した。同NGOによれ
ば、中国国内の鉱山会社がこうした苦情に対応した
ケースは全体の4分の1にも満たないという。「中
国企業は、市民社会とオープンで透明な関わりを持
つことに消極的なようだ」と、同団体のプログラム・
ディレクターであるゴルダ・S・ベンジャミン（Golda	
S.	Benjamin）氏は報告書の中で述べている。

•	 中国がインドネシアに投資した場合、現地の採

中国内モンゴル自治区の
包頭郊外で、砕いた鉱石
をダムに運ぶパイプライ
ンの下から鉱山廃棄物を
かき出す作業員。ロイター
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掘業者には最低限の利益しかもたらされない
こともあり、採掘による環境破壊を管理する
には十分ではないと、米国に拠点を置く国際
民間企業センター（CIPE）は報告している。
インドネシアの汚職撲滅委員会も、中国の投
資家が環境規制を緩和するために役人を賄賂
で買収する構図を作り出していると警告して
いる。インドネシアや東南アジアの他の地域
では、中国からの投資は汚職、不法労働者の
輸入、規制の弱体化、脱税と関連していると
国際民間企業センターは報告している。

•	 アフリカの鉱業セクターの大部分は中国企業に
よって支配されており、労働者の虐待や	危険
な慣行で非難を浴びている。ブルームバーグ通
信によると、コンゴ民主共和国の	
フェリックス・チセケディ（Felix	Tshisekedi）
大統領は、同国が 2008年に中国と結んだイン
フラ整備を目的とした鉱物資源取引を、中国が
約束した約 9,100 億円（約 62億ドル）を支払
うことなくアフリカの鉱物資源から利益を得て
いると批判した。2023年 1月、チセケディ大
統領は、「具体的な利益は何もなく、国民にと
ってプラスになることは何もない」と述べた。

•	 ラテンアメリカ全土で、中国の鉱山関連企業は
労働者や周辺地域社会に対する基本的な義務を
無視していると非難されている。国際人権連盟
によれば、必要な環境調査や生態系へのダメー
ジを共有することの拒否から、先住民族の違法
な立ち退きまで、不正行為は多岐にわたる。

気温
 • 今世紀の世界平均気温の上昇を

1.5℃に抑えることに取り組む。

排出量削減
 • 温室効果ガス排出削減のための国

家計画を公表し、遵守することを
約束する。

 • 排出量を「可能な限り早急に」ピ
ークアウトさせ、2050 年までに
ネット・ゼロ・エミッションを達
成することを目指す。

透明性
 • 排出削減目標に向けた進捗状況を

報告し、外部の専門家が成果を評
価できるようにする。

負担分担
 • 発展途上国の排出量削減を支援す

るために資金を提供する。
 • 気候に起因する異常気象の影響を

受けている国に資金援助を行う基
金を創設する。

中国内モンゴル自治区最大の工業都市で
ある包頭の人工湖に溜まった希土類元素
の加工から出た有毒廃棄物。AFP/GETTY IMAGES

2015 年にパリで開催された国連気候変動会議
で、195 か国が支持する国際協定が結ばれた。
この協定は、5 年周期で意欲的な気候変動対
策を実施するもので、気候変動の影響に対処
し、抑制することを目的としている。重要な
ポイントは以下の通り：

パリ協定
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変革への連携	
米国のホセ・フェルナンデス（Jose	Fernandez）国務次官（経
済成長・エネルギー・環境担当）は2023年 1月、「ポリ
ティコ」の取材に対し、「鉱物安全保障パートナーシップ
は、東アジアや太平洋地域での取り組みを含む、16の採掘・
リサイクル・精製プロジェクトを特定している」と語った。
また、採掘・精製事業は、パートナーシップからの支援を
得るために、多くの環境規制を遵守しなければならない、
という。フェルナンデス次官は、評判の高い鉱山業者は環
境スチュワードシップが必要不可欠だと考えている、と付
け加え、「こうした業者は貴重な熱帯雨林を破壊したり、
事業所の修復を約束しなかったり、政府高官への見返りを
要求したりするような事業には投資しないだろう」と、南
アフリカのケープタウンで開催された鉱山投資会議	
「アフリカン・マイニング・インダバ2023（2023	
Investing	in	African	Mining	Indaba）」で述べた。「彼らは
やらないだろう。株主はそれを許さず、顧客はそれを拒絶
し、我々の法律はそのような行為を罰するだろう」	
特にオーストラリア、ヨーロッパ、北米では、業

界のリーダーたちは環境規制の遵守に熱心だとクリン
ガー助教授は言う。そして、これらの規則は、採掘、
貯蔵、加工される鉱物の種類に即して調整される必要
がある、と警告する。「これらの産業の確立を可能な
限り早急に進めるためには、精度と洗練性を大いに高
める余地がある」と同氏は述べ、政府の継続的な支援
が鉱山会社の持続可能な行動を確保する上で有効だと
付け加えた。また、「私たちは事実上、クリーンでグ
リーンでなければならないと要求しているが、その一
方で、苛酷な競争の中で生き残らなければならないと
も言っているのだ」と指摘している。	
クリンガー助教授はまた、現在は使用済み電気自

動車バッテリーのような限られた廃棄物しかないが、
今こそ重要な鉱物資源レースにおけるリサイクルに注

力すべき時だと主張し、「20年後、30年後、まだイ
ンフラに投資していなかったらどうなるのか？」と問
いかけ、「採掘施設と並行して、リサイクルのインフ
ラを整備する必要がある」と述べた。	
フェルナンデス次官によれば、リサイクルの機会拡

大は、鉱物安全保障パートナーシップが支援することに
同意したプロジェクトのひとつであり、必要な鉱物の潜
在的な供給源として、電子機器スクラップやその他の廃
棄物を挙げた。例えば、2040年までに、EV用バッテ
リーの鉱物の10％は、リサイクルされた銅、リチウム、
ニッケル、コバルトから作られる可能性がある。それ
以前にEVが世界市場の半分を占める勢いであることか
ら、その量は相当なものになるだろうと同次官は言う。
	

危険な供給連鎖
パリに本部を置く国際エネルギー機関（IEA）によれ
ば、中国はグラファイトと希土類元素の生産の半分以
上を支配している。また、コンゴ民主共和国のコバル
ト、インドネシアのニッケル、アルゼンチン、オース
トラリア、チリなどのリチウムなど、他国で採掘され
た原材料の主要輸入国であり、国外の採掘に多額の投
資を行っている。その結果、中国はニッケル、銅、リ
チウム、コバルトといった鉱物の加工を独占し、世界
のソーラーパネルと電気自動車用バッテリーの 75％
を製造または組み立てている。(19 ページ「重要鉱物
の加工市場を大きく支配する中国」参照）。サプライ
チェーンの混乱と価格変動のリスクは、クリーンエネ
ルギー技術のサプライチェーンが高度に集中している
ことによって悪化している。
気候変動対策に取り組んでいる国々は、サプライチ

ェーンを確保することで脆弱性に対応している。世界
最大の重要鉱物供給国のひとつであるオーストラリア
は、2023 年初めにインドとの鉱物貿易を拡大すること

インドネシアのニッケル埋蔵量は世界最
大級だ。スラウェシ島をはじめとするこ
うした鉱山で採掘されている。
AFP/GETTY IMAGES
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で合意し、日本、韓国、アメリカとも重要鉱物取引に
調印したとロイター通信が報じた。2023 年 3月、日本
と米国は、鉱物貿易を促進し、情報を共有し、原材料
調達の効率的なアプローチを支援することで合意して
いる。米国の希土類元素メーカー、MPマテリアルズも、
日本の磁石メーカーに主要材料を供給することを決定
し、フィリピンとベトナムで精製されることになった。

鉱物を盾に影響力を行使	
中国が鉱物、特に希土類元素に投資するようになったの
は、ほぼ 1949年の建国に遡り、自給自足の目標に根ざ
したものだと、クリンガー助教授は言う。アナリストに
よれば、希土類やその他の重要鉱物に関する中国の国家
戦略は、ここ数十年で固まったという。低廉な人件費、
環境への影響を維持する意欲、手厚い国からの補助金な
どがその内容だ。2018年、米国国防総省は、中国が「戦
略的に補助金付き価格で希土類を世界市場に氾濫させ、
競争相手を追い出し、新規参入を抑止した」と記した。	
同報告書はまた、2010年に東シナ海の日本が支配す

る尖閣諸島付近で漁を行おうとした中国のトロール漁船
の船長が海上保安庁の船と衝突し、日本がその船長を拘
束した後、中国が日本への希土類元素の輸出を妨害した
紛争についても言及している。米国国防総省は、「中国は
希土類を禁輸することで自国のソフトパワーを強化でき
るときには、それに躊躇することはない」と報告している。	
最近では、中国は希土類元素の対米輸出を断つと繰

り返し脅している。中国国営紙「人民日報」は 2019 年、
中国が「希土類カード」を切る可能性があると報じた。
その 1年後、中国は米台防衛協定に反発し、防衛メー
カーへの希土類元素の供給を停止する可能性があると
警告した。2023 年 7月、中国はコンピューターチップ
やソーラーパネルなどの製品に使用され、いずれも重
要鉱物とされているガリウムとゲルマニウムという 2
種類の希少金属の国際輸出を制限すると発表している。

物事を正すチャンス
マイケル・サリバン（Michael	Sullivan）米国経済
問題担当参事官は、オーストラリアのパースで 3月
に開催された 2023 年電池用鉱物会議で、「オースト
ラリアのように鉱業が盛んで、倫理的な採掘に取り
組んでいる国は、クリーンエネルギーの未来を築く
部品のサプライヤーとして選ばれる立場にある」と
述べた。「米国は、世界の気候変動目標を達成するた
めのすべての技術を開発し、資源を供給し、製造す
ることはできない。カナダも、オーストラリアも、
ヨーロッパも、日本も、中国も、他のどの国もでき
ない」とサリバン参事官が語ったことを「マイニング・
ウィークリー（Mining	Weekly）」誌は伝えている。	
オーストラリアは世界のリチウムの約半分を供給

し、コバルトのトップ生産国でもある。さらに、希土
類、銅、黒鉛、その他クリーンエネルギーに不可欠な
鉱物の重要な産出国だ。また、企業が先住民やその他
のコミュニティとの関係を改善し、環境スチュワード

シップを管理・推進できるようにするための枠組み
「持続可能な採掘を目指して（Towards	Sustainable	
Mining）」を採用している。	
特定の先住民コミュニティに対する保護には、採掘へ

の同意が義務付けられている。OECDのオーストラリア	
支部は、採鉱プロジェクトの全期間を通じた地域社会
との関与を推奨している。西オーストラリア州では、
資源契約は公開されなければならず、多くの州では閉
鎖された鉱山は「安全、安定、無公害で、持続可能な
新たな土地利用を可能にする」まで修復されることが
義務づけられている。このような環境・社会・ガバナ
ンス（ESG）基準が投資を保護するのは、世界の消費
者が透明性と環境スチュワードシップを求めているか
らだとアナリストは言う。法の支配を強化し、先住民
の権利を尊重する採掘アプローチを開発することは、
環境問題やその他の公正なガバナンスの側面とともに、
努力を惜しまない企業にとって優位性を生み出すこと
ができる、とウィルソン・センターのフェローである
シャロン・バーク氏は言う。「誤ったことをすれば、必
ず代償を払うことになる。米国には、同盟国や提携国
と共にそれを正す機会がある。そしてそれは我々にと
って、戦略的競争において本当に強力なメリットにな
るだろう」と、同氏は同センターのウェブキャスト「重
要鉱物に関する報告」で語った。
米国国務省のフェルナンデス次官は、加盟する輸

出信用機関、開発機関、民間セクターからの保証や融
資を含めた鉱物安全保障パートナーシップは、	
プロジェクトが環境・社会・ガバナンス原則を採用す
ることを要求するとし、「鉱物安全保障パートナーシ
ップは、責任ある採掘に関する活動を通じて、持続不
可能な開発から、透明性、地域社会の福祉、環境保護
を優先する枠組みへの移行を目指す」とケープタウン
で述べた。また、鉱物安全保障パートナーシップのパ
ートナー国は、重要鉱物産業全体の倫理原則が、国家、
国民、そして地球にとっての成果を向上させるという
信念に賭けている、と語った。o

オーストラリアのパース北東
にあるマウント・ウェルド鉱
山で、希土類精鉱の袋の前を
歩く作業員。ロイター
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軍事政権に

団結した取り組み
対抗する

イラスト：FORUM
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ク
ーデターによる権力掌握から2年経った今、
ミャンマー軍は崩壊の危機に瀕している。
2021 年 2月 1日、クーデター計画が民主
的に選出された政府を転覆させ、指導者の

アウン・サン・スー・チー氏（Daw	Aung	San	Suu	
Kyi）ら高官を拘束してからも、同国を掌握できずに
いる。
クーデターは当初、広範な平和的抗議と市民的不服

従によって受け止められた。しかし、軍事政権による
執拗で残忍な弾圧は、非暴力的な抗議活動を武装抵抗
へと変えていった。国全体にわたる軍の弾圧は、人道
危機、不安定性、安全保障上の問題を引き起こし、	
ミャンマーの国境を越えて広がっている。	
国民統一政府（NUG）を中心とする抵抗勢力連合は、

多くの女性を含む国民の 90％以上を動員して人民防衛
軍（PDF）を設立し、戦闘経験の豊富な民族革命組織
（ERO）と戦術的に協力している。こうした努力は、住
民のたくましさが、政権に多大な圧力をかける運動に
力を与えたことを物語っている。腐敗、縁故主義、う
ぬぼれが蔓延し、軍は戦闘力とプロフェッショナリズ
ムを失い、武装犯罪シンジケートにまで堕落している。
そのため、訓練が不十分な民間人、組織化され、資源
も豊富な人民防衛軍、そして経験豊かな民族革命組織
といった、折衷的な勢力による統一が緩い連合軍とさ
え、地上で戦うことができず、軍事政権は国民統一政府、
人民防衛軍、民族革命組織に対する国民の支持を阻む
ために、町や村に対する空爆に頼っている。	
政権が自らの無策で崩壊していく間に、抵抗勢力連

合は統一された司令官体制と国際社会からの具体的な
支援を得て、その成功を確固たるものにし、軍部に対
する転機としなければならない。	

情勢不安の歴史
ビルマとしても知られるミャンマーは、主に 1962 年
から 2011 年までの残忍な軍事独裁者の支配下で、政
治的に不安定な状態が長く続いた。国の安定の守護者
であると主張する軍は少数民族を抑圧し、世界で最も
長く続いた民族反乱を引き起こした。2011 年、政権は
民政移管を試み、中国からの脱却と西側諸国との協調
を図った。しかし、国会の議席の 25％を現役軍人に確
保し、議会の 75％に憲法改正を義務付けることで権力

を確保しようとした軍の試みは、国民の意志を抑圧す
るという点では失敗に終わった。
2015 年、アウン・サン・スー・チー氏率いるミャ

ンマーの民政政党、国民民主連盟（NLD）が総選挙で
勝利し、政権を握った。国民民主連盟は 2020 年の選
挙でも圧勝した。しかし、ミン・アウン・フライン（Min	
Aung	Hlaing）大将率いる軍が不正を主張し、クーデ
ターで政権を掌握した。クーデターは国内外から広く
違法とみなされ、民主主義の回復を求める市民の抗議
行動や市民的不服従を巻き起こした。軍事政権側は実
弾、催涙ガス、放水銃を使って群衆を解散させるなど、
武力で対抗した。その後、政権は国家行政評議会発足
を宣言し、治安部隊はデモ参加者とその家族を恣意的
に逮捕し、拷問し、殺害し始めた。
民間人への襲撃により多くの人々が近隣諸国への逃

亡を余儀なくされ、空爆や村の焼き討ちによる国内避
難民や難民の流入が増加し、危機は深まった。国際連
合によると、2023 年 3月時点で、クーデター以降、
160 万人以上が避難し、1,800 万人近くが食料、水、
医療へのアクセスに支援を必要としている。軍事政権
はインターネットの接続を遮断し、救援団体が必要な
人々に連絡を取ることを困難にしている。ミャンマー
の人道危機は悪化の一途をたどっており、国際社会は
軍事政権の行動を非難し、民主主義の回復を求めている。

崖っぷちに立つ軍事政権
中国とロシアの支援にもかかわらず、軍事政権は依然
として抵抗連合勢力に劣勢を強いられている。特にサ
ガイン地域とマグウェ地域では軍の支配力が低下して
おり、人民防衛軍が軍事政権の管理者のほとんどを	
ポストから追い出している。軍事政権はまた、国境地
帯を民族革命組織に奪われている。独立系の専門家に
よれば、2023 年 4月中旬までに軍事政権が支配して
いたのは国土の半分以下、つまり 330 の町村のうちお
よそ 72に過ぎない。	
軍事政権は複数の戦線で戦う中で大きな損失を被っ

ている。米国平和研究所（USIP）が 2022 年 7月に報
告したところによると、「軍の兵士を採用し訓練する能
力が消滅したため、全国の主要な警察機能を解体し、
警察官を前線に送り込むという苦渋の措置がとられた」
という。クーデター後、ミャンマー国防軍士官学校は

ミャンマーの民主化勢力が
軍政に対する転機を探る
退役中佐ミーミー・ウィン・バード博士／ダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター
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67 年の歴史で初めて新入生の定員を満た
せなくなったと、2021 年 11 月にニューヨ
ーク・タイムズ紙が報じた。
ほとんどの隊員は、軍に所属している

ことを公にすることを恐れ、恥じている。
軍から離反した元戦闘員によれば、兵士の
70％はもはや戦う意志を持っていないとい
う。離反者たちは、民間人を射殺するよう
命令されたため、軍を去らざるを得ないと
感じたと語った。しかし、軍事政権は軍人
の家族を施設に移し、移動を制限し、事実
上人質にしているため、離反できない者が
多くいたという。離反者の一人の空軍パイ
ロットによれば、パイロットがコックピッ
トに入る時は武装した衛兵が自宅を取り囲
み、爆撃任務を終えるまでその場に留まっ
ているという。軍人の家族の多くは、無給
で紛争に従軍し、基地の警備をすることを
余儀なくされている。
離反者や脱走者が続出する中、隊員の士

気は低下している。2022 年半ばに離反し
た大隊司令官によれば、彼の部隊の人員は
約 800 人から 150 人に減少したという。
多くの司令官は、離反したり戦死したりし
た兵士の給料を着服しているため、軍事政
権指導部は戦力を把握しきれていない。オ
ーストラリア国立大学によれば、3,000 人の
軍人と 7,000 人の警察官を含む 10,000 人	
以上の治安要員が離反したという。	
士気の低下と兵站の破綻がもたらした地

上戦の損失は驚くにはあたらない。軍事政
権は国民を抑圧するために主に空軍力に頼

っており、クーデター計画者は軍事政権に
対する国民の決意を誤算し続けている。軍
事政権による公共の福祉の軽視は、自国の
軍隊の処遇にまで及んでいる。軍の指導者
たちはますます孤立し、自己保身と私利私
欲のみに目を向けるようになっている。彼
らは、人民の集団的苦痛によってのみ、こ
の国を支配できると信じている。そうした
心理を踏まえると、抵抗勢力が圧倒的な武
力を行使する可能性を除けば、より戦略的
で非殺傷的な戦術を展開することが、軍事
政権に交渉を迫る唯一の方法かもしれない。

結束に向けた前進
軍が自らの不始末と腐敗の下で崩壊を続け
ている間に、抵抗勢力連合はその利益を強
固にし、維持するために協力しなければな
らない。民族革命組織の武装組織である民
族武装組織（EAO）は、クーデター以降、
人民防衛軍の訓練、支援、装備において国
民統一政府に協力してきたが、すべてのグ
ループの努力を統一するためには、より首
尾一貫した指揮の統一が必要だ。	
民族武装組織は、人口の約 30％を占め

る少数民族に対する中央軍事政権の抑圧と
差別に対抗し、自治権の拡大と領土の支配
を求めて戦い、数十年にわたりミャンマー
の政治情勢で重要な位置を占めてきた。約
20の民族武装組織が異なる民族グループ
を代表しており、それぞれが異なる領土、
歴史、不満を抱いている。

2021 年 3月、軍事政権
に反対するデモで、退
陣したミャンマーの指
導者アウン・サン・スー・
チー氏の肖像画を掲げ

るデモ隊。	AP 通信
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指揮の団結を達成するためには、民族
革命組織は、政治システムの中で自治権
と平等性を有する連邦民主主義の保証を
必要とする。そのような団結を可能にす
るために必要な信頼は、歴史的誤解と、
現在国民民主連盟が代表を務める多数派
ビルマ族により繰り返されてきた約束違
反のために、いまだ得られていない。国
民統一政府は口頭で保証を与えてはいる
が、民族革命組織は、民主主義が回復し
た後、そのような保証がどのように執行
されるのかを懸念している。2023年3月、
7つの強力な民族武装組織からなるブロッ
クの連邦政治交渉協議委員会が多数派ビ
ルマ族と協力することに合意したものの、
自分たちの権利を獲得し連邦民主主義を
確立するためには自分たち自身に頼らざ
るを得ないと表明した。国民統一政府は、
抵抗勢力を強化するために、民族革命組
織により大きな保証を与える必要がある。

国際社会の反応
国際社会は、ミャンマーの民主主義の回
復、すべての政治犯の釈放、同国に対す
る世界的な武器禁輸を要求している。
2022 年 12 月、国連安全保障理事会 15
か国のうち 12か国が軍の人権侵害を非
難する決議を採択したが、インド、中国、
ロシアは棄権した。
欧州連合、英国、米国は軍事政権とそ

の指導者に対し、資産凍結や渡航禁止な
どの制裁を科している。米国議会は 2022
年 12 月にビルマ法を可決し、国民統一
政府、人民防衛軍、民族武装組織、元ミ

ャンマー軍メンバーへの非殺傷技術支援
を許可した。
クーデターの当初から、中国とロシア

は軍事政権に好意的だったが、ミャンマ
ーへの多額の投資を守りたいためか、両
陣営に支援を提供してきた。例えば、一
帯一路インフラ構想の下、中国は中国・
ミャンマー経済回廊の一部として、鉄道、
高速道路、石油・ガスパイプライン、そ
してインド洋に面したチャウピューに少
なくとも 1つの海港を建設する事業に大
規模な投資を行っている。カチン州にあ
るイラワディ川の水力発電ダム建設も、
その行方が危ぶまれている。米国平和研
究所の 2022 年 10 月の報告書によれば、
ダムで生産される電力の 90％は中国に輸
出される見込みだ。
中国はまた、不干渉政策を取っている

と主張しているにもかかわらず、ミャンマー	
の内政への関与を強めている。また、軍
との緊密な関係を維持しながらも、民族
武装グループへの配慮も図っている。中
国がミャンマーへの経済的・外交的支援
を続け、軍事政権を非難しようとしない
ことから、その動機に対する懸念が高ま
り、批判が広がっている。	
アナリストによれば、紛争の平和的解

決を求める一方で、中国は双方に武器を
供給し続け、それぞれに対する影響力を
維持しようとしているという。しかし、
武器や弾薬のほとんどは、戦争犯罪や人
道に対する罪で告発されている軍事政権
に渡っている。その間ずっと、中国は欧
米諸国がミャンマーでの解決を模索する
のを阻止しようとしてきた。

2022 年 11 月、ミャン
マーにおける暴力の即
時停止と政治犯の釈放
を要求する決議を承認
する 1カ月前に、ニュ
ーヨークで国連安全保
障理事会が開催された。
AP 通信
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東南アジア諸国連合の立場
一方、東南アジア諸国連合（ASEAN）は、
民主主義を回復するよう軍部に圧力をか
けるためにさらに努力しなければならな
い。2021 年 4月に承認されたASEANの
5項目合意は、暴力の即時停止、全当事者
間の建設的な対話、特使の任命、人道支
援の提供、特使のミャンマー訪問を求め
ている。軍事政権の指導者ミン・アウン・
フラインはその月に合意に同意したもの
の、軍の暴力的な作戦は依然として続い
ている。	
この合意には軍事政権の責任を追及す

るメカニズムが欠けており、ASEANが加
盟国の国内問題への不干渉という原則を
維持するための手段であったという批判
もある。
さらに、軍事政権を批判する加盟国が

ある一方で、発言することをためらう加
盟国もあり、危機への対処方法に関する
ASEAN内の結束の欠如が、ASEANの努
力を妨げている。

女性たちの重要な役割
かつての軍部に対する反乱とは異なり、現
在の民主化運動参加者の約6割が女性だ。
カレンニ族民族防衛軍（KNDF）第 5大	
隊は、クーデター後に女性戦闘部隊を編
成した最初の民族武装組織だ。以来、民
族武装組織や人民防衛軍の多くに女性戦
闘員が参加している。ミャン女性戦士
（M2W）は、サガイン地方で軍事政権に
対する地雷攻撃で知られている。殺戮を
伴う戦闘任務に参加する女性もいるが、

非殺戮的な抵抗活動に参加する女性は男
性よりも多いようだ。彼女たちは、抵抗
運動を支援し維持するために、地域住民
を動員し組織化することに力を注いでい
る。彼女たちの非殺戮的な活動は、国民
にレジリエンスを吹き込み、軍事政権に
対するかつてないほどの拒絶反応を持続
させている。しかし、女性が多数を占め
ているにもかかわらず、国民統一政府、
人民防衛軍、民族革命組織、民族武装組
織、その他の組織において、指導的地位
に占める女性の割合がまだ不十分であり、
作戦の有効性を高めるには至っていない。

国民統一政府の役割
全体的に見て、クーデターに対する最も
有望な反対勢力はミャンマー国民だ。同
国のチョー・モー・トゥン（Kyaw	Moe	
Tun）国連常任代表大使は、国連総会で
クーデターを非難し、民主化回復のため
の国際援助を要請するという、前例のな
い歴史的な姿勢を示した。彼はミャンマ
ーの外交官として初めて、世界的な舞台
で軍の行動に反対を表明した。
チョー・モー・トゥン大使の行動をき

っかけに、国民統一政府は国民民主連盟
の議員、少数民族グループ、軍の支配を
逃れた市民社会の指導者たちの連合体と
して頭角を現した。国民統一政府が民意
を代表する合法的な政府であると宣言し
たことは、この国の政治情勢において画
期的な出来事であり、民主主義を回復す
るための基盤を提供するとともに、軍の
正統性に対する重大な挑戦となった。

2021 年 2月に軍部が
政権を掌握した後、ネ
ピドーにある国会に通
じる検問所を警備する
ミャンマー軍兵士たち。

AP 通信
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国民統一政府の結成で最も注目すべき
点のひとつは、それまでしばしば対立し
ていた多様な政治的・民族的グループを
統合したことだ。国民統一政府の結成は、
協力と協調がより包括的で民主的な社会
への道を開くという未来を約束するもの
だった。
しかし、国民統一政府は、他国からの

正式な承認が得られないなど、多くの課
題によってその影響力を妨げられてきた。
このため、国民統一政府の資源や支援へ
のアクセスが制限され、同時に民主化推
進勢力に対する軍の弾圧が国民統一政府
の効果的な活動を困難にしている。
国民統一政府が抵抗連合を成功に導け

るかどうかは、多数派民族と少数派民族
の間の深い不信感などの課題を克服しつ
つ、有意義な国際的支援を得られるかど
うかにかかっている。

勝利への道
民主化抵抗勢力連合は驚くほどの成果を
挙げている。しかし、優位に立つにはい
くつかの調整が必要だ。今後、勝利への

道は殺戮的な手段よりも、以下のような
非殺戮的な方法に懸かっている：	

•	 国民の支持を維持し、世界的な圧力
を高め、軍の離反者を拡大するため
に、首尾一貫したコミュニケーショ
ン戦略を実施する。

•	 女性を活用し、Z世代に力を与え、
元戦闘員を活用するなど、人材と才
能を最適化する。	

•	 諜報活動や	離反者の組織的な報告会
を優先的に行うことで、敵を理解す
ることに重点を置く。	

•	 民族武装組織に政治的保証を提供し、
指揮と努力の統一を可能にする。	
	

紛争が 3年の節目を迎えようとしてい
る今、ミャンマーの人々は戦いに疲れ、
自国の安定を求めている。しかし、国民
の 90％以上が、軍事政権が長期的な安定
をもたらすことはないと考えている。し
たがって、抵抗勢力連合が一丸となって、
転機に達するための飛躍的前進を実現し
なければならない。o

2021 年 2月、軍事ク
ーデターに抗議するた
めミャンマーのマンダ
レーに集まった数千人
の人々。	AP 通信
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コブラ・ゴールド 2023 の期間中、タイ・サタヒ
ープの軍事基地で水陸両用強襲演習に参加する
韓国海兵隊。	ロイター
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コブラ・ゴールド 2023

2023 年 3月初旬、タイ西部のプラ
チュワップキーリーカン県にある	
フォート・タナラット近くの、背

の高い草が生い茂る熱帯の草原に、500
人以上のタイと米国の空挺部隊が落下し
た。まもなく、韓国、タイ、米国の海兵
隊員を乗せたMV-22 オスプレイとCH-
53E スーパースタリオンのヘリコプター
が滑走路を確保し、後続軍の自由な行動
を可能にした。
その後数日間、コブラ・ゴールド

2023 の参加者は、実弾射撃訓練や模擬
水陸両用攻撃、サイバー防衛や宇宙作戦
など、あらゆる戦域を網羅する訓練を行
った。土木プロジェクト、ジャングルで
のサバイバル・コース、ムエタイとして
知られる伝統的なタイ・ボクシングの講
習などが含まれていた。
27か国から 1万人以上の軍人が 2月

28日から 3月 10日の日程でタイに派遣
され、タイと米国が主催する第 42回目と
なる今回の演習は、チャンタブリー県、チ
ョンブリー県、ロッブリー県、ラヨーン	
県、サケーオ県でも実施された。	
この世界有数の規模と歴史を誇る多国

間軍事演習には、インドネシア、日本、
マレーシア、シンガポール、韓国が完全
参加した。その他 20か国の代表団は、
限定的に、またはオブザーバーとして参
加した。コブラ・ゴールドの広範な	
プログラムは、この地域の軍隊が直面す
るさまざまな現代の課題を反映している。
「地域の安定を高める軍事作戦の範囲
は、陸、海、空、サイバー、宇宙など、
あらゆる領域におけるあらゆる脅威を扱
うために、事実上拡大されている。さらに、
平和維持活動、海上安全保障、人道支援、
災害救援も含まれる」とタイ王国軍司令
官のチャルームポン・シーサワット大将
（Gen.	Chalermpol	Srisawasdi）は開幕式
の挨拶で述べた。そして、「これらすべて
が、我々が地域の安全保障を維持し、必
要な援助や災害救援を提供する準備を整
える助けとなる」と言葉を続けた。
米インド太平洋軍司令官ジョン・アク

イリノ大将は式典で、「コブラ・ゴール
ドを通じて、我々は将来の課題に共に対
応し、すべての国が繁栄できる自由で開
かれたインド太平洋を維持する決意を示
す」と述べた。
コブラ・ゴールド 2023 では、戦闘作

戦と人道支援作戦が展開されたが、情報・
技術の共有、即応性、シームレスな相互
運用性が演習の中心となっている。	
「一緒に訓練することはとても重要だ
...	もしこの地域に緊張が走ったとして
も、我々は既知の間柄となるからだ」と、
チェルンチャイ・チョムチャーンパット
（Cherngchai	Chomcherngpat）タイ海軍
司令官が語ったと、防衛専門誌「ディフェ
ンス・ポスト（The	Defense	Post）」が報じた。
同誌によれば、米国海兵隊のジョナサン・

コロネル大尉（Capt.	Jonathan	Coronel）
は、「我々の話す言語は異なっても、自由
で開かれたインド太平洋を目指すという共
通の絆で結ばれている」と述べた。
今回の演習には、8,400 人以上の米軍

兵士、4,000 人のタイ軍兵士、420 人の
韓国軍兵士、146 人の日本自衛隊員、54
人のシンガポール軍兵士、そしてさまざ
まな数の他の参加者が参加したが、これ
は地域のパートナーシップと協力の強さ
を証明するものだ。

戦闘への備え
青空の下、水陸両用の上陸用車両が海を
渡って人里離れた浜辺へと移動した。ヘ
リコプターが頭上を急降下する中、韓国
海兵隊はタイとアメリカの海兵隊員とと
もに武器を構え、浜辺を進んだ。他の部
隊も、前進する仲間を援護するために地
面に降り立った。
上陸チームは、艦砲と近接航空支援に

よるベースキャンプ射撃で敵の火力を封
じる予行演習を行った。その後、陸上連
隊が浜辺に到着し、敵陣に侵入すると同
時に、浜辺の警備を確立した。	
スムーズな相互運用性が示されたこの

訓練は、計画者、指導者、兵士、水兵、

共通の目的と地域協力を深める
ガスティ・ダ・コスタ（GUSTY DA COSTA）

31IPD FORUMFORUM



32 IPD FORUMFORUM

海兵隊員、航空隊員、その他の要員による入念な調整
と粘り強さの成果だった。
タイ海軍は、海兵隊の地上指揮官とともに、最大の

水陸両用艦「アーントーン（HTMS	Angthong）」と上
陸用舟艇「ロイヤル・ラビ（Royal	Ravi）」を派遣し
た。韓国は F-16 ジェット戦闘機と水陸両用強襲車を、
米国はワスプ級水陸両用強襲艦「マキン・アイランド
（	USS	Makin	Island）」、F-35 ジェット戦闘機などの軍
資産を派遣した。

地域社会の強化のために協力 
コブラ・ゴールド 2023 では、戦闘訓練が協力的な決
意を示す一方で、市民活動でも不屈の精神とレジリエ
ンスが強調された。ラヨーン県にあるバン・カオ・タ
ラート校（Ban	Khao	Talat	School）で、インドとイ
ンドネシアの兵士がタイ王国空軍の隊員やアラスカ州
エルメンドルフ・リチャードソン統合基地の米国軍航
空兵とともに、多機能建造物の組立て作業を行った。
米太平洋空軍によれば、このプロジェクトは、演習が
地域協力を向上させるために社会奉仕と人道援助に焦
点を当てていることを反映したものだという。
「私のチームはタイの第 14機動開発隊とインド
ネシア陸軍と協力してきた」と米国陸軍のアンド
リュー・モーゲンスターン中尉（1st	Lt.	Andrew	
Morgenstern）は語り、「チームとしてうまくかみ合っ
ているし、お互いから多くのことを学んでいる。特に、
タイ人の効率性とインドネシア人の専門知識には感心
させられた」と述べた。
あるインドネシア陸軍将校は、コブラ・ゴールドの

ような演習の重要性を強調した。「この合同演習は、そ
れぞれの軍隊が交流し、友好関係を築き、関係するす

べての国の文化、習慣、伝統、性格を相互理解する余
地と機会を与える」と同将校は FORUMに語り、「こ
うした直接的で深い理解は、それぞれの国の性格を理
解することによって ...... ミスコミュニケーションを減
らすことができる」と述べた。

提携国による貢献
シンガポール国防省によると、シンガポール軍の兵士は
サイバー防衛訓練に参加したほか、同じくラヨーン県に
あるバン・モー・ムイ校に多目的ビルを建設する土木工
事プロジェクトにタイ軍や米国軍とともに参加した。
一方、ラヨーン県のウタパオ国際空港では、日本の

自衛隊員がタイ軍と米国軍とともに非戦闘避難訓練を
行った。彼らはシミュレーションで、空港に到着した
乗客の身体検査、身元確認、手荷物検査、化学物質検
査を行った。
「複雑な統合作戦に必要な技能や熟練度は、このよ
うな活動の中で得ることができ、韓国がどのような
役割を果たすことになっても貢献できる」と、退役
陸軍中将のチョン・インボム（Chun	In-Bum）氏は
FORUMに語り、「国際的な危機の際に効果的であるた
めには、訓練が不可欠であり、韓国はコブラ・ゴール
ドのような機会をはじめ、国際機関や軍隊と訓練する
あらゆる機会を利用している」と述べた。
韓国は 2002年からコブラ・ゴールドに参加しており、

2010年に正式参加国となった。韓国軍兵士は、タイ	
軍や米軍との水陸両用上陸訓練のほか、ジャングル環
境での特殊作戦訓練などの活動に参加した。
カナダ、フィジー、フランス、モンゴル、ネパール、

フィリピン、英国などの国々は、スタッフ演習に小規
模なチームを派遣した。		

2023 年 2月、タイ・ラヨーン県のバン・モー・ムイ
校に多目的建造物を建設するシンガポールと米国の
軍人たち。			アンジェリーナ・サラ（ANGELINA SARA）伍長 / 米国海兵隊
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一方、オーストラリア国防軍（ADF）の隊員は、地域
共有の安全保障上の課題に備えるため、スタッフ演習とサ
イバー演習に参加した。オーストラリア国防軍のスポーク
スマンはFORUMの取材に対し、「オーストラリアはイン
ド太平洋地域における防衛パートナーシップの深化に尽力
している。コブラ・ゴールド演習のような多国間防衛演習
は、オーストラリア国防軍が、安定し、繁栄し、強靭なイ
ンド太平洋地域を支援するために、軍間の協力をさらに発
展させ、相互運用性を深める助けとなる」と述べた。

古代の戦闘術を重視	
拳、肘、膝、脛の使い方を特徴とする古代の格闘技で
あるムエタイでは、タイ格闘技チャンピオンのソンバ
ット・バンチャメック（Sombat	Banchamek）氏が米
軍兵士を訓練した。タイ語で「白い蓮」を意味する	
「ブアカーオ」というステージネームで知られているチ
ャンピオンはロイター通信に対し、「コブラ・ゴールド
の訓練に来た米兵は皆、交流をつうじて我が国の国技
であるムエタイに関する我が国の文化を学びたいと願
っている」と語った。

米国陸軍のアダム・キャッスル（Adam	Castle）技
術兵は、この訓練の利点と、そのトップ実践者の一人
から技術を学ぶ貴重な機会を賞賛し、「今後も使えるス
キルを学ぶことができて、本当に良かった」と語った。

持続的な影響
国防と外交を管轄するインドネシア国会第一委員会の
デイブ・ラクソノ（Dave	Laksono）議員は、コブラ・
ゴールド 2023 への派遣は、技能習得、相互運用性の
向上、新しいシステムや技術への習熟など、参加者に
とって有益なものばかりだと述べた。	
しかし、地域のカウンターパートと関係を築く機会は、

より深く、より永続的な影響を与えることが期待される。
「広大なネットワークを活用し、若い将校は他国の同じ階
級の将校とつながることができる」と同議員は述べ、「現
在は、大隊や小隊の司令官に過ぎないかもしれない。し
かし将来的には、彼らはそれぞれの国の陸軍総監や政策
立案者として活躍する可能性もある」と語った。o

ガスティ・ダ・コスタは在インドネシア・ジャカルタの FORUM 寄稿者。

「ブアカーオ」として知られる武術チャ
ンピオンのソンバット・バンチャメッ
ク氏が、コブラ・ゴールド 2023 の期間
中、米国軍兵士に伝統的なタイボクシ

ングを指導した。	ロイター



イラスト：FORUM

国トランスナショナルた

抑圧
中国共産党の姑息かつ違法な海外取り締まりに

国際的非難が集中
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国は、受け入れ国の承認も知識もな
しに秘密裡に設立された「中国海外
警察署」によって世界各国の主権を
侵害しているケースが非常に多いと
して、国際的な批判にさらされ続け
ている。人権擁護団体によれば、こ

れらの海外警察署は中国共産党が海外に住む反体制
派を追跡し、嫌がらせをするための拠点だという。
こうした事実が明らかになる中、ヨーロッパからイ
ンド太平洋、北米に至るまで、捜査が活発化し、刑
事告発に値する発見が相次いだ。
スペインに本部を置くNGO「セーフガード・	

ディフェンダーズ (Safeguard	Defenders)」は、53
か国にある 102 の中国海外警察署を明らかにした。
同人権団体の調査は、南極大陸を除くすべての大陸
にステーションの存在を宣伝するオープンソースの
中国の報告書に焦点を当てており、同団体は、中国
の報告書ではしばしば「サービスセンター」と呼ば
れる同様の国際施設が中国の警察にも関係している
と述べている。中国は一部の国とは取り締まり協定
を結んでいるようだが、十数か国からの報道によれ
ば、これらの海外警察署は秘密裏に開設され、受け

入れ国の法執行機関や政府関係者からは違法である
と見られている。
中国共産党は、この海外警察署が運転免許証の更

新など、新型コロナウィルスの大流行によって中断さ
れた行政サービスを海外在住の中国国民に提供して
いると主張している。しかし、中国共産党当局や国営・
党営メディアからの報告によると、中国共産党の	
「公安局」が出先機関の建設に着手したのは 2016 年
であり、パンデミックの発生よりも前のことであった。
さらに中国共産党当局によると、2021年 4月から

2022年 7月だけで、23万人の中国人が中国で詐欺罪

に問われ「帰国するよう説得」されたという。これら
の活動を理解するために、同人権団体が中国共産党の
戦術を分析したことがきっかけとなり、秘密警察署の
証拠を初めて発見したのだと、セーフガード・ディフ
ェンダーズのキャンペーン・ディレクター、ローラ・
ハース（Laura	Harth）氏は 2023年 3月、カナダ下
院委員会で語った。同団体によれば、中国が喧伝する
「帰国」のほとんどは、「従来のものとは異なり、しば
しば違法な手段で、本人の意思に反して強制的に中国
に帰国させるもので、多くの場合、何らかの投獄に直
面させるもの」だという。専門家によれば、中国の裁
判所の有罪率は 99％以上だという。
中国共産党の海外取り締まりが問題なのは、司法の

公正さなど広く受け入れられている基準を守らないこと
も一因となっている。権威主義国家中国による説得には、
海外在住のターゲットへの脅迫、威嚇、嫌がらせ、中国
国内にいる親族の投獄などが含まれると、「海外110番：
中国の国境を越えた警察の暴走」と題した、国の警察緊
急電話番号にちなんで「海外110番」と呼ばれること
もある、海外にある中国警察の「サービスステーション」
に関する報告書の中でセーフガード・ディフェンダーズ
は述べている。同様の方法は、中国共産党のフォックス・
ハント作戦やスカイ・ネット作戦でも不可欠な要素であ
り、中国の逃亡者と称する人物を逮捕するための世界的
なプログラムで、主権国家の法律を侵害し、人権を蹂躙
していることで知られている、と同団体は言う。

中

セーフガード・ディフェンダーズのキャンペーン・ディレクター、
ローラ・ハース氏によれば、中国共産党は中国人を送還するため
に脅迫、おとり捜査、誘拐を行っているという。AP 通信

FORUM スタッフ
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中国共産党に関連 
する海外警察署が 
設置されている国

ターゲットは汚職で告
発された公務員やビジネ
スマンだ。「しかし、この
中には起訴されたことを
やっていない者もいる」
と、米国司法省の国家安
全保障部門の元責任者で
あるジョン・デマーズ 

（John Demers）氏は
2021 年に「プロパブリカ

（ProPublica）」誌に語っ
ている。「また、中国政府
が反腐敗キャンペーンを
政治的な目的で国内で広
範に利用していることは
周知の事実だ」という。フォック・スハントは中国
共産党の違法な海外警察署と重なっている、と研究
者らは書いている。

「教育」と「説得」 
セーフガード・ディフェンダーズは、中国の海外警
察署に関連した数多くの「帰国説得」作戦の報告を
発見した：
• 中国メディアの報道によれば、ある容疑者は、

中国浙江省の青田で警察と直接連携していたス
ペイン・マドリードの警察署の職員から「教育」
を受けた後、中国に帰国したという。

• セルビア・ベオグラードの青田警察署が運営す
る支局の職員が、窃盗罪に問われた中国人に接
触し、「説得」のために WeChat ソーシャルメ
ディア・プラットフォームを利用したと、浙江
省インターネットラジオ・テレビ局が 2019 年
に報じた。

• 浙江省当局が設立したパリの警察署の責任者は
2021 年、中国メディアの取材に対し、「国内公
安機関から、長年フランスで逃亡していた犯人
を幾度も訪問して中国に帰国させるよう説得す
るよう託された」と語った。

• 中国江蘇省の警察は 2022 年 7 月、「警察・海外
連絡所」が中国に帰国した 80 人の「犯罪容疑者」
の逮捕や説得に協力したと発表したが、この報
告書ではこれらの活動がどこで行われたかは特
定されていない。

中国共産党の国境を越えた嫌がらせのすべてが、

違法な出先機関と結びついてい
るわけではない。法執行機関や
人権擁護団体は、国外での威圧
行動の例を他にも記録してい
る。セーフガード・ディフェン
ダーズの 2022 年版報告書「非
自発的帰還」は、オーストラリ
ア、カナダ、東南アジア、米国
などでの事例を詳述している。
同団体はカナダ放送協会に対
し、中国共産党の工作員に狙われたカナダ在住者の
ケースを 7 件発見したと伝えた。その中には、中国
の刑事制度を批判した後に汚職で告発された元裁判
官も含まれている。同団体の報告書によれば、中国
の警察は彼の姉と息子を逮捕して彼を強制帰国させ
ようとしたという。

2020 年以来、米国司法省は、捜査当局が米国在

米国
連邦法執行機関の捜
査により、ニューヨ
ークの中国秘密警察
署は閉鎖に追い込ま
れた。米国はまた、
国境を越えた抑圧で
告発された中国人な
どを起訴し、中国当
局者にビザ制限を課
している。FBI は、
外国政府が米国内で
ストーカー行為や脅
迫、暴行を行おうと
していることを被害
者が報告できるウェ
ブサイトを開設した。

カナダ
王立カナダ騎馬警
察（RCMP）は、中
国の警察署に関連
する犯罪行為を調
査した。後、ホット
ラインを設置。中国
系カナダ人に対し、
海外警察に関連し
た嫌がらせを報告
するよう促した。

英国
英国警察による
調査と英国政府
からの警告の後、
中国大使館は英
国内の中国共産
党関連の警察署
が閉鎖されたと
発表した。
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住の中国人に対す
る強制送還計画、

監視、嫌がらせ、強要の試みの証拠を発見したこと
を受けて、少なくとも 51人の中国人と十数人の中
国関連容疑者を刑事告発している。被告には司法省
職員 40人が含まれており、少なくとも一人は中国
国家警察、もう一人は中国国内の裁判所職員と見ら
れている。被害者の中には、1989 年の中国での民
主化デモを先導し、米国に帰化した人物、中国共産
党を批判した芸術家で中国国籍の人物、中国での金
融犯罪で告発された中国生まれの米国人などがいる。
他の地域では、中国共産党がターゲットを誘拐する

ケースもある。中国の反腐敗活動に関する法律は、拉
致や	おとり捜査のような「非伝統的な手段」を明確に
認めている。「彼らは個人をおびき寄せたり、陥れた
りすることもある」とハース氏はニュース専門放送局
CNNに語った。さらに、「そのため、司法の保護措置

日本
日本は 2022 年、日本に
おける中国警察の秘密拠
点に関する疑惑を調査し
ていることを確認した。
ロイター通信によると、
日本の松野博一官房長官
は、日本が中国当局に対
して「日本の主権を侵害
するような行為があれば
容認できない」と伝えた
という。

韓国
韓国の防諜当局
は 2022 年末の時
点で、報告され
た中国の海外警
察署を調査して
いた。

アイルランド
アイルランド外務省は、ダブリン中心部にある福
州警察海外派出所を 2022 年後半に閉鎖するよう
命じた。

ドイツ
ドイツ当局は中国共産党に対し、中国ディアスポ
ラのメンバーをスパイし、中国共産党のプロパガ
ンダを広めているとされる 2つのステーションの
閉鎖を要請した。これらのセンターは 2023 年 5
月現在まだ稼働している。

オランダ
オランダ当局によると、違法な中国ステーション
は 2022 年に閉鎖を命じられたという。

チェコ
チェコ政府関係者によると、関係当局は中国の海
外警察サービスセンターを調査し、2022 年後半
にはプラハにあった 2つの海外警察署が閉鎖され
たという。

ニュージーランド
ニュージーランド当局は
2022 年末、中国の警察署の
疑惑について複数の機関によ
る調査を開始した。

出典：Safeguard Defenders, “Patrol and Persuade: 
A follow-up investigation to 110 Overseas”

イラスト：FORUM

人権擁護団体によると、中国はこれ
らの国に警察署を開設した。

中国
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が緩やかで、中国に連れ戻すのが容易な国に容疑者を移
動させようとすることもある。しかし、彼らは誘拐すら
躊躇しない ... 中国当局は、誘拐は人物を連れ戻すため
の合法的な手段であると明言している」と述べた。

勢力の拡大	
中国共産党は、世界の安全保障規範に対してより強大
な力を持つことを望んでおり、公安省は影響力を得る
上で一役買っているとみられると、米国を拠点とす
る政策研究機関、アメリカ進歩センターは、2022 年
に発表した報告書「中国警察の国際的な影響力の拡
大（The	Expanding	International	Reach	of	China's	
Police）」の中で述べている。その中で、中国共産党
の海外目標を達成するために、「公安業務の国際化の
新たな特徴を把握する」よう警察・法務関係者に奨
励した中国共産党の会議や、「公安国際協力業務の新
たなシステム」を求めた元警察関係者の発言を引用
している。
中国はさまざまな国と正式な警察協定を結んでお

り、中国国外の警察活動にも参加している。しかし、
その秘密裡の活動は、「社会管理」体制を中国に輸出
する目的で、民主的な法律や規範を回避することを
狙っているようにみえる。この戦略は、中国が自国
の主権に関して繰り返して主張していることと矛盾
している。ハース氏はCNNの取材に対し、「中国は
領土主権を主張することに非常に熱心だ」とし、	
「自国の人権記録を非難する人々を批判する際にも、
主権を主張する」と語った。

中国共産党への反撃	
一方、中国が法執行の役割拡大を公に提案した国々か
らは疎まれており、ある太平洋島嶼国（PIC）は警察
協定の締結を再検討中だ。フィジーのシティベニ・ラ
ンブカ（Sitiveni	Rabuka）首相は 2023年 6月、中国
安全保障要員と協力することの妥当性を公に疑問視し
た。フィジー警察と中国共産党公安省は 2011年、	
フィジーの警察官が中国で訓練を受けることに合意
し、中国共産党は警察官を 3カ月から 6カ月のプロ
グラムでフィジーに派遣することになった。中国共
産党はまた、フィジーに駐在する警察連絡官を任命し
た。「もう続ける必要はない」とラブカ首相は 2023
年初めにフィジー・タイムズ紙に語った。同大統領は、
「我々の民主主義制度と司法制度は（中国とは）異な
るため、同じような制度を持つ国の制度に戻ること
になるだろう」とした上で、オーストラリアやニュ
ージーランドなどの担当官はフィジーに留まること
になる、と述べた。フィジー警察は 2023 年 2月、米
国が太平洋島嶼国フィジーでの訓練と能力開発プロ
グラムを拡大することも約束したと発表した。
2022年に論争を呼んだ秘密裏の安全保障協定をソ

ロモン諸島と結んだ直後、中国は太平洋島嶼国のより
多くの国々を説得し、警察、安全保障、その他の協力
を対象とする地域協定に署名させようとしたものの、
失敗に終わっている。中国の提案を拒否した太平洋島
嶼国のうち2か国は、その後オーストラリアとの安全
保障協定の拡大を検討している。バヌアツはオースト
ラリア政府と警察、災害救援、防衛、サイバーセキュ

人権団体によると、ロンドンにあるこの地
区で中国共産党とつながりのある違法な警
察署が摘発されたという。中国大使館は英
国内のすべての警察署を閉鎖したと主張し
ている。GETTY IMAGES
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リティの分野で協力すると、2022年 12月に発表した。
関係者によれば、オーストラリアとパプアニューギニア
の協定案は、警察、保健安全保障、バイオセキュリティ
などの分野でパプアニューギニアの能力構築を支援する
ことになる。ロイター通信によると、パプアニューギニ
アと米国もまた2023年半ばに、違法漁業からパプアニ
ューギニアの経済を保護し、保護装備を提供し、国際犯
罪に対処するための安全保障・防衛協定を結んだ。

国際的な反発	
セーフガード・ディフェンダーズのハース氏は 2023年	
3 月、カナダ下院で、中国共産党の国境を越えた抑圧は、
それが発覚した国によって公に糾弾されるべきである
と述べた。同氏の団体は、各国政府に対し、中国共産
党に関連した海外の警察活動を調査し、リスクのある
コミュニティに対する報告・保護メカニズムを設置し、
志を同じくする国同士の情報共有を調整するよう求め
ている。セーフガード・ディフェンダーズはまた、各
国政府に対し、中国との警察協力協定を「緊急に見直し、
場合によっては停止する」ことも求めている。世界各
地の当局が対策に乗り出している：

•	ル・ジャーナル・ド・モントリオール紙によると、王
立カナダ騎馬警察は2023年 3月、全国にある5つの
中国系警察署を調査中であることを確認し、カナダ在
住の中国人がこれらの警察署と関連があると見られ
る活動の被害に遭っていることを明らかにした。
•	松野博一官房長官は2022年 12月、日本において中
国が設置した海外警察署に関する疑惑の浮上を受け
て、「状況を明らかにするために必要なあらゆる措置
を講じる」と述べた。ロイター通信によると、松野
官房長官は、日本は中国当局に、主権を侵害するい
かなる活動も「容認することはない」と伝えたという。
•	ニュージーランド当局は、中国の不正な警察署疑
惑を調査した。緑の党の広報担当者が 2022 年 12

月にニュージーランド・ヘラルド紙に語ったとこ
ろによると、中国出身のニュージーランド人は、
中国が密かに警察の出先機関で監視を行っている
と警告しているという。
•	聯合ニュースが報じたところによると、韓国の警察
と軍関係者、そして外務省関係者が、韓国内に中国
の秘密警察署があるとの疑惑を調査したという。
•	英国は「中国大使館に対し、英国における『警察
サービスステーション』に関するいかなる機能も
容認できず、いかなる形であれ運営してはならな
いと伝えた」と、トム・トゥゲンハート（Tom	
Tugendhat）英国安全保障相は 2023 年 6月の声
明で述べた。同相によれば、中国大使館は関係者
にステーションは閉鎖されていると伝えたという。
•	米国では、FBI捜査官がニューヨーク市にある中国の
警察署と思われる場所の資料を押収し、2023年 4月
に、違法な警察署の開設と運営に関連して中国の工作
員として行動することを共謀したとして、2人の男を
起訴した。米司法省によると、運営者が捜査の事実を
知った後、この事務所は2022年末に閉鎖された。

さらに、オーストリア、チリ、チェコ共和国、ドイツ、	
アイルランド、オランダ、ポルトガル、スペイン、ス
ウェーデンの各当局は、中国の警察署が存在する疑い
があるとして調査を行った。セーフガード・ディフェ
ンダーズのハース氏は、これらの措置は前向きな第一
歩だと言う。「第一に、中国当局が行っていることを厳
しく非難すること ... これは秘密行為であり、違法行為
であり、国家主権と国際法を堂々と侵害する行為であ
ることを明確にしなければならない」と同氏はCNN
に語った。「第二に、その連携を基盤として、ベストプ
ラクティスを共有し、情報を共有し、インテリジェン
スを共有すること。つまり、民主主義諸国が実際に協
力し、法執行機関が協力し、この問題に一丸となって
取り組む必要がある」		o

セーフガード・ディフェンダーズの研究者らは2022年後半、中国警察
がスコットランドのグラスゴーで秘密基地を運営していると発表した。
英国当局の発表によると、この施設はその後閉鎖された。GETTY IMAGES

米国司法省当局によると、ニューヨークのチャイナタウンでは 2022
年末に閉鎖に追い込まれるまで、違法な中国警察署が運営されてい
たという。AP 通信
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革新的な 
技術の 
獲得・ 
導入 
を計画

2023 年 3月にハワイ・ホノルルで開催された太平洋作戦科学・技術会議で、防衛装備庁
（ATLA）の副長官兼最高技術責任者である三島茂徳防衛技監が基調講演を行った。
三島氏は防衛装備庁の役割と、日本が 2022 年 12 月に発表した安全保障・防衛戦略につ

いて語った。同氏の発言は FORUMのために再編集されている。

三島茂徳博士

日本の 
防衛技術 

戦略
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は防衛省（JMOD）の外郭団体
である。2015 年に設立され、

約 1,800 人が所属する。防衛装備庁の使命は大きく 4
つに分けられる。第一に、技術的な優位性を確保し、
作戦上のニーズにスムーズかつ迅速に対応すること。
第二に、防衛装備を効率的に獲得すること。これは、
ゆりかごから墓場まで、つまり、コンセプト・スタディ、
研究開発（R&D）、調達、運用維持、廃棄に至るまで
のプロジェクト管理機能を意味する。第三に、防衛装
備と技術協力を強化すること。これには国内企業、政府、
学界、そして国際的パートナーとの協力も含まれる。
そして第 4に、防衛生産・技術基盤を維持・強化する
ことだ。	
防衛生産・技術基盤は防衛力の不可欠な要素であり、

その強化は必須だ。
防衛装備庁には 5つのシステム開発部門、さらに海

軍船舶設計部門がある。さらに、地上、航空、海軍、
次世代システムの 4つの研究センターと 3つのテスト
センターがある。
日本を取り巻く安全保障環境は、周辺国の軍事力強

化など、かつてないほどのスピードで厳しさを増して
いる。力による一方的な現状変更は、自由で開かれた
国際秩序に対する重大な挑戦だ。ロシアのウクライナ
侵攻は、それを露骨な形で示した。国際社会は第二次
世界大戦後最大の試練に直面し、新たな危機の時代に
突入した。一方、科学技術の急速な進歩は、安全保障
のパラダイムを根本的に変えつつある。
これらを踏まえ、日本は 2022 年 12 月 16 日に 3

つの戦略文書を発表した。これには、2013 年に発表
された「国家安全保障戦略」の最初の改訂が含まれる。
この最高レベルの文書の下で、「国家防衛戦略」と「防
衛力整備計画」では、防衛の目的と手段が規定されて
いる。	

戦略的要点
これらの文書の表題は新しいものだが、2018 年に発表
された「防衛計画の大綱」と「中期防衛計画」に代わ
るものとして策定された。	
国家安全保障戦略は、10年間の日本の安全保障戦

略を定めたものだ。この改定は、日本の安全保障政策
において、第二次世界大戦後、最も大きな転換を意味
する。今後の施策としては、「自由で開かれたインド太
平洋」というビジョンの下での外交の展開、反撃能力
などの防衛力の抜本的強化、経済安全保障政策の推進
などが挙げられる。防衛力の抜本的強化と補完的な取
組を実施するため、日本は 2027 年度までに防衛予算
が現在の国内総生産の 2％に達するよう必要な措置を
講じる。

国家防衛戦略は、10年間の防衛目標を定め、それ
を達成するための方法と手段を示している。具体的に
は、同盟国や提携国と連携して国全体の防衛態勢を強
化するため、7つの重要防衛措置を含む防衛力強化の
ための政策を定めている。
防衛力整備計画は、日本が保有すべき防衛水準を示

すものであり、その水準を達成するための中長期的な
整備計画であり、5年後、10年後の自衛隊の体制を示
すものだ。また、今後 5年間に必要な基幹装備品の数
量と総費用も示されており、その額は約 43兆円、つ
まり 3,200 億ドルを超え、過去 5年間の配分額の 1.6
倍に相当する。

国家防衛戦略には、3つの防衛目標とそれを達成す
るための 3つのアプローチが示されている。その目的
は以下の通り：
•	武力による一方的な現状変更を容認しない安全保
障環境を作る。
•	同盟国や志を同じくする国々との協力を通じて、
一方的な変更や力による現状変更の試みを抑止・
対応し、事態を速やかに収束する。
•	日本が侵略された場合、侵略に対処する主要な責
任を負い、同盟国の支援を受けながら、侵略を阻
止し、撃退する。
日本の防衛目標を達成するための 3つのアプロー

チは以下の通り：
•	日本の国防体制を強化する。
•	日米同盟の共同抑止・対処能力を強化する。
•	自由で開かれた国際秩序を維持・強化するため、

日本は「グローバル・コンバット・エア・プログラム」の一環として、
イタリア、英国と共に三菱製ステルス戦闘機 F-X の開発を主導して
いる。この完成予想図で示されている第 6世代戦闘機は、2030 年
代半ばに配備される予定だ。防衛省

防衛装備庁
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志を同じくする国々や、日本が協力する他国との
連携を強化する。	
国家防衛戦略は、新しい戦争形態に対応するために

必要な機能と能力として、7つの分野を挙げている。
第一に、スタンドオフ防衛能力と統合的な防空・ミサ
イル防衛で侵略を抑止するために、侵略軍を長距離に
わたって混乱させることだ。抑止が失敗した場合は、
非対称の優位性を確保し、無人防衛能力、クロスドメ
イン作戦能力、司令官・統制・情報関連機能により、
領域横断的な優位性を獲得する。相手の侵攻の意志を
打ち砕くために、迅速かつ持続的な活動を続けるには、
機動的な展開能力と民間人の保護、そして持続可能性
とレジリエンスが求められる。
日本の防衛予算は2023年度には6兆8,000億円（約

500 億ドル）に達すると予想され、2022 年と比べて
26.3％増となる見通しだ。

国防の優先事項
防衛産業は、サプライチェーンのリスク、利益率の低
さ、サイバーセキュリティの漏洩といった課題に直面
している。防衛生産・技術基盤は、事実上、防衛力そ

のものである。それを維持・強化するためには、踏み
込んだ取り組みが必要だ。	
防衛装備庁は、その理想のビジョンを達成するため

に 3つの方向性を打ち出している。第一は、防衛産業
の競争力と技術の維持・強化、防衛産業の活性化と新
規防衛事業の推進、収益性の高い事業の誘致、防衛企
業の撤退への対応を通じて、強固で持続可能な防衛産
業を構築することだ。第二の方向性は、強靭なサプラ
イチェーン、産業・サイバーセキュリティ、機密技術
の管理を確保することによって、各種リスクに対処す
ることだ。第三の方向性は、防衛産業分野における他
国との協力拡大だ。その中には、販路拡大に貢献する
装備品移転の促進や、対外軍事販売の効率化も含まれる。
防衛技術基盤を強化することが重要だ。研究開発投

資は、能力開発にも、その早期展開のためにも重要だ。
先に、7つの主要防衛能力分野が特定されている。こ
れらを達成するため、防衛装備庁は研究開発を加速さ
せ、既存の技術を維持・改善していく。また、先進的
な商用技術の活用、国内関係省庁との連携、防衛装備
庁内の新たな研究機関の創設などにより、中長期的な
技術的優位性の確保を目指していく。

日本はレールガン技術の開発を進めており、2016 年には時速 7,193 キロで発射するプロトタイプをテストした。防衛省
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防衛装備庁では現在、重点技術分野の特定を進め
ている。その過程においては、同盟国や提携国との
協力に努める予定だ。
日本は戦争に不可欠な設備や技術に多額の投資

を計画している。今後 5年間の研究開発費は約 3
兆 8,716 億円（約 260 億ドル）、過去 5年間の約
4倍半になると予想されている。日本は、スタンド
オフ防衛、極超音速滑空機への対応、無人機やス
ウォーム攻撃への対応、無人資産、次世代戦闘機、
その他の能力といった分野の技術に集中的に支出
する。
スタンドオフ防衛に関しては、防衛省は、離島

を含む日本を侵略する軍艦や上陸部隊に、脅威地
帯の外から交戦する能力を獲得することを目指し
ている。防衛省は、極超音速滑空体は通常兵器で
は探知や迎撃が難しいため、極超音速に対応でき
る技術を獲得する方針だ。防衛省は、空中ドロー
ンや	スウォーム攻撃に対抗する方法をいち早く見
つけ、また無人潜水機などの技術を獲得すること
を目指している。
防衛省はまた、2022 年 12 月初旬にイタリア、

日本、英国が発表した、次世代戦闘機の開発と配
備を目指す構想「グローバル・コンバット・エア・
プログラム（Global	Combat	Air	Program）」に集
中的に投資する。さらに、抑止力と対応能力を強
化するため、防衛省は将来の電磁レールガンやそ
の他の技術に関するプログラムを進める。

急速な装備取得
防衛装備庁は、3つの方法を用いてこれらのシステ
ムを迅速に開発・配備する予定だ。第一に、研究
開発完了後のプロトタイプ・ユニット配備による
迅速な能力獲得だ。極超音速滑空型飛翔体プロジ
ェクトがその例だ。第二に、運用規模のプロトタ
イプを製造し、試験的に配備する。高エネルギー・
レーザー・プロジェクトがその一例だ。第三に、
研究開発プロジェクトが完了する前に、防衛装備
庁がリスクを評価・管理する。研究開発と並行し
て生産を開始する。その一例が 12式地対艦ミサイ
ルプロジェクトだ。
従来の防衛固有技術の維持・向上への取り組みも

必要だ。防衛装備庁は、限られた人的資源の中で、
高度な能力を効率的かつ効果的に実現するために必
要な基盤となる既存技術の研究を行うことで、防衛
装備品に不可欠な独自の技術基盤の維持・向上を目
指している。
最先端の民間技術の取り込みを強化するべく、

2023 年度には関連する施策の予算が大幅に拡大さ
れる。つまり、防衛用の最先端の商業技術を発掘・
育成するための投資が増えることになる。極超音
速兵器や高精度のジャイロスコープやレーザー技術
は、こうした資金提供分野に含まれる。

政府の取組み	
防衛装備庁の基礎研究への予算、他の政府機関の投
資、有望な最先端商業技術は、防衛目的のために必
要に応じて採用・変更される。次の防衛力整備計画
では、こうした投資はさらに拡大され、重点化され
るだろう。
新たな安全保障・防衛戦略文書では、防衛上の	

ニーズを満たすために、日本のあらゆる科学技術力、
研究開発努力を活用することの重要性が強調されて
いる。これは政府を挙げての取り組みだ。防衛省の
研究開発予算は、日本政府の科学技術予算の 3％か
ら 4％に過ぎない。
防衛装備庁は、新興企業や学術界を含む外部か

らの最先端技術を取り入れるべく、あらゆる努力を
している。同庁は 2024 年度以降に新たな研究所を
設立する予定だ。この研究所は、革新的な防衛装
備品の実現につながる研究開発と技術研究に重点を
置く。また、防衛装備庁は、将来の戦争に直結しう
る技術を特定する予定だ。米国国防高等研究計画局
（DARPA）や国防イノベーションユニット（DIU）
などのグッドプラクティスを参考にしながら、日本
に最適な制度を設計していく。
防衛省は、防衛技術戦略、中長期技術展望、研究

開発ビジョンの 3つの戦略文書を発表した。防衛省
はこれらの文書の検討を進めており、主要技術分野
を特定した新たな文書を発表する予定だ。特定の技
術分野や研究開発における防衛省の関心を公表する
ことは、産業界にとって予測可能性を高め、国内外
のパートナー企業との協力を促進することにつなが
る。そうすることで、防衛装備庁は国際的パートナ
ーと協力できる分野を特定し、ウィン・ウィンの協
力を実現することができるだろう。o

2022 年 12 月、記者会見で国家安全保障戦略について述べる岸田文
雄首相。ロイター
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成功への 
枠組み

同盟・提携国が太平洋の強靱性を支える資源と支援の提供を約束

2023 年 3月、2つのサイクロンが太平洋の島国バヌアツを
襲った後、バヌアツのフトゥナに物資を届けるオーストラ
リア陸軍の CH-47 チヌークヘリコプター。	オーストラリア国防省
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2023 年 3月初旬、時速 230キロのサイクロン
が連続してバヌアツを襲い、家屋を倒壊させ、
送電線を切断したとき、同じ太平洋の国	
オーストラリアは迅速に対応した。太平洋に浮

かぶ人口 319,000 人のバヌアツが、未曾有の自然災害
（2つの猛烈な暴風雨とそれに続く 2つの地震）による
被害から復興するという途方もない作業に取りかかろ
うとしていた時も、支援の準備は着々と進んでいた。
オーストラリア空軍（RAAF）の C-17A グローブ

マスターが緊急評価チーム、シェルター、浄水物資を
約 2,000 キロ離れたバヌアツまで空輸し、フィジー共
和国軍（RFMF）は数十人のエンジニア、医療専門家、
その他の軍関係者を民間緊急対応要員とともに派遣し
た。フランス軍は航空・海軍を動員して貯水タンクや
国連の救援物資を運び、フランス兵は根こそぎ倒れた
樹木の除去や医療避難を行った。韓国は約 2,900 万円
（20万ドル）の人道支援を承認した。韓国外務省は、「韓
国政府は、この援助がサイクロンの被害を受けたバヌ
アツの人々の日常生活への迅速な復帰と被害からの回
復に役立つことを願っている」と述べた。
バヌアツへの人命救助支援の波は、志を同じくする国々

が新たな活力を持って太平洋諸島に関わり、海面上昇、
公衆衛生の脅威、経済的打撃、資源開発などの課題に対
するレジリエンスを構築する姿勢を反映している。この
広大な地域が、地政学的な影響力争いや	中国の思惑に対
する懸念の高まりと、気候変動という存亡の危機に直面
する中、この多国間の取組みは非常に重要な意味を持つ。
ある太平洋地域の指導者は、中国が贈収賄やスパイ行為、
その他の政治闘争を行っているとまで非難している。

サイクロン上陸から 1週間も経たないうちに、オ
ーストラリア海軍の「キャンベラ」と 600 人の部隊、
上陸用舟艇、ヘリコプター、医療施設、物資がバヌア
ツの首都ポートビラに到着した。オーストラリア政府
は、約 4億 4,000 万円（300 万ドル）の追加支援と
ロジスティクスの専門知識の提供も承認した。オース
トラリアのペニー・ウォン（Penny	Wong）外相は、
「今回の発表と派遣は、バヌアツとこの地域全体にお
ける、オーストラリアの長年にわたる災害対策と人道
支援活動に基づくものだ」とし、「危機に際して、我々
は太平洋の家族としてオーストラリアを頼りにするこ
とができる」と述べた。

レジリエンスの強化
オーストラリア政府はその 2週間前、2020 年と
2021 年にサイクロンで被害を受けた、ポートビラか
ら 1,000km東にある 9校の学校を再建するため、フ
ィジーに約 6億 6,000 万円（450 万ドル）の資金を
提供すると発表した。フィジー・タイムズ紙によると、
ウォン外相は、「最も重要なことは、単に再建するだ
けでなく、カテゴリー 5のサイクロンに耐えられるよ
う、より高い基準で再建することであり、また、再生
可能エネルギーや地元の資源を使用し、持続可能な施
設にすることだ」と語った。
オーストラリア高等弁務団によると、フィジー最

大の二国間開発援助国であるオーストラリアは、人口
95万人の島国フィジーに対し、2020 年以降、「気候変
動と社会的回復力の強化」を含め、約 238 億円（1億
6,000 万米ドル）余りの直接予算支援を行ってきた。

首都ポートビラで清掃活動を行うオーストラリア陸軍兵士とバヌアツ機動部隊員。	オーストラリア国防省

FORUM スタッフ
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このような共同プロジェクトは、地球表面の 15
％を占める広大な海域に 3万もの環礁や島々が点在
し、1,200 万人の住民が頻繁な地震や火山の噴火に
さらされている環太平洋火山帯を含むこの地域全体
で急ピッチで進められている。一方、気候変動によ
り、サイクロンや洪水の深刻さと頻度が増しており、
南太平洋地域では年間約 744 億円（5億ドル）の被
害が出ていると推定されている。2023 年初頭に発表
された数々の取り組みには、次のようなものがある：
•	 フィジー・タイムズ紙は、ニュージーランド
がフィジーに約 6億円（450 万ドル）の資金
を提供し、さらに気候変動対策に約 13億円
（900 万ドル）の資金を提供すると報じた。フ
ィジーのシティベニ・ランブカ首相との記者
会見で、ニュージーランドのナナイア・マフタ
（Nanaia	Mahuta）外務大臣は、「気候変動が
我々のコミュニティに与える影響について、
提携国がフィジーと、そしてニュージーラン
ドと協力することで、我々が直面する重大な
課題に確実に対処できることを中心に話し合
った」と述べた。

•	 韓国が出資する韓国国際協力団（KOICA）は、
フィジーの首都スバの北に位置するタマブアの新
しい医療センターに最大約14億円（1,000万米
ドル）を提供する。フィジー・タイムズ紙による
と、ランブカ首相は「今回の時機を得たプロジェ
クトについて、韓国国際協力団を通じて韓国政府
と韓国国民に感謝の意を表したい」と述べた。

•	 サモアでは、米国国際開発庁（USAID）が気

候変動への適応、災害リスクへの備えと対応、
衛生と衛生に関する地域主導の取り組みに約
2億円（150 万ドル）を供与したと、サモア・
オブザーバー紙が報じた。米国国際開発庁の
パトリック・ボワーズ（Patrick	Bowers）副
開発顧問は、「米国政府は、太平洋島嶼地域の
最も脆弱なコミュニティが、災害による混乱
から解放され、健康で安全な生活を送ること
ができるよう、その能力を強化することに尽
力している」と述べた。

•	 日本はサモアに 14台の新しい警察車両を無
償提供したほか、地元当局はドイツが一部資
金を提供し改良された学校 2校を公開した、
とサモア・オブザーバー紙は報じた。「教育は、
我々が直面するグローバルな課題に対処する
ために必要な知識を若い世代に身につけさせ
る上で、重要な役割を果たしている」とドイ
ツのベアテ・グルゼスキ（Beate	Grzeski）特
使は述べた。	

•	 台湾は、フィジー北東部のラバサに血液透析セ
ンターを設立するため、透析装置、浄水器、そ
の他の物資を寄付した。台湾は、20年にわた
るフィジーへの支援の中で、8,000 件以上の外
来患者サービスや手術を行うチームを派遣し
てきた。「台湾は、フィジーとの友好とパート
ナーシップをさらに深めるため、医療分野だけ
でなく他の分野でもフィジーへの援助を継続
する」と、在フィジー台湾自治領代表のジョセ
フ・チョウ（Joseph	Chow）氏は声明で述べた。

2023 年 2月、レマタウ作戦の一環として、米国沿岸警備
隊哨戒艇オリバー・ヘンリーの乗組員がミクロネシアのウ
ォレアイ環礁に物資を届けた。
ブランダン・マルドニー（BREANDAN MULDOWNEY）二等兵曹 / 米国沿岸警備隊
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軌道に戻る
この地域の自然災害や人為的な災害に対する備えを強化
することに重点が置かれるようになった背景には、中国
とソロモン諸島の安全保障協定（2022 年）に端を発し
た衝撃がある。詳細は未だ非公開だが、この協定は中国
の軍艦がソロモン諸島で補給することを許可し、軍隊を
持たないソロモン諸島で中国の治安部隊が法執行を支援
することを可能にすると考えられている。アナリストた
ちは、これは中国軍の恒久的な駐留の前兆かもしれない
と主張しているが、両国はこれを否定している。米イン
ド太平洋軍司令官ジョン・アクイリノ大将は、2023 年
3月、シンガポールの国際戦略研究所での講演で「最近、
ソロモン諸島において、中国が潜在的に足がかりをつか
もうとする行動が見られた」と指摘し、「太平洋諸島に
もっと時間をかけ、関与し、援助と支援を提供すること
に、我々の多くが目覚めたと思う。我々は軌道に戻った
と言えるし、これらの国々にとって有意義で有益な方法
で関わり続けている」と述べた。
これには米国国際開発庁の 2022 ～ 27 年太平洋諸

島戦略枠組みも含まれる。この数十億ドル規模の官民
イニシアチブは、太平洋島嶼国 12か国において、「気
候や災害の影響、パンデミック、経済的衝撃への対応
と適応を強化し、民主的価値観、良好なガバナンス、
人権を擁護し、すべての太平洋諸島民のための公平性
と包摂を促進する強力な政治システムを構築する」こ
とを目的としている。
米国やその同盟国、提携国が太平洋地域への投資を

拡大する中、中国は資金援助を減らしている。中国の太
平洋島嶼国に対する二国間援助と開発融資は、2016年	

の最高額約 497 億円（3億 3,400 万米ドル）から、
2020 年には 2008 年の拠出額を下回る約 279 億円	
（1億 8,800 万米ドル）に減少したと、フィジー・タイ
ムズ紙が 2023 年 3月に報じた。一方、フィジーの中
央銀行によると、2020 年時点のフィジーの対外債務の
ほぼ 4分の 1にあたる約 282 億円（約 1億 9000 万米
ドル）は、国営の中国輸出入銀行に対するものだった。
中国のこの地域へのコミットメントに対する懸念

は財政面だけにとどまらず、2023 年初頭に遅まきな
がら太平洋担当特使が任命されたことでも払拭される
ことはないだろう。前年、太平洋島嶼国 10か国は、
経済と安全保障面での関係深化を求める中国の広範な
提案をはねつけた。「ディプロマット」誌によれば、
当時のミクロネシアのデビッド・パニュエロ（David	
Panuelo）大統領は、この計画はこの地域を「中国の
軌道に非常に近づけることになるだろう」と警告し、
その後、議員たちに外交的忠誠を中国から台湾に切り
替えるよう求めたという。パニュエロ大統領は、中国
が自国の領土だと主張する台湾を侵略した場合、ミク
ロネシアの支持、あるいは少なくとも中立を確保する
ために、中国が賄賂やスパイ行為といったグレーゾー
ン戦術を使うだろうと警告した。
パニュエロ大統領は 2023 年 3月の書簡で、「中国

の政治戦争が多くの分野で成功している理由のひとつ
は、我々が賄賂をもらって加担し、沈黙していることだ」
と書いている。さらに、「はっきりさせておきたいのは、
私は、公的な立場で行動する中国当局者から、私の身
の安全に対する直接的な脅迫を受けてきたということ
だ」と記している。
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中国はこの告発を否定した。
ハワイを拠点とする独立研究機関、イースト・ウエ

スト・センターのデニー・ロイ（Denny	Roy）上級研
究員は、アジア・タイムズ紙の 2023 年 3月の記事で、
中国はこの地域でソロモン諸島協定などの限定的な利
益を得たものの、「全体像は、太平洋を中国の湖にしよ
うとする中国の試みが行き詰まり、当面強い逆流に直
面することを示唆している」とし、「中国が太平洋で直
面している反発の多くは、過度の干渉という典型的な
特徴を持つ中国政府自身の行動によって引き起こされ
ている」と述べている。

即応態勢
ちょうどパニュエロ大統領が中国の威圧行動を暴露し
ていた頃、米国沿岸警備隊の哨戒艇オリバー・ヘンリ
ーは、違法漁業対策と遠隔環礁のコミュニティとの連
携強化のため、ミクロネシアへの 1週間の派遣を完
了したところだった。レマタウ作戦の一環として、哨
戒艇の乗組員はグアムの住民や企業から寄付された
2,000 キログラム以上の物資（食料、衣類、教材、玩具、
漁具、船舶用グラスファイバー修理キット、水ポンプ
など）を届けた。この訪問は、米国沿岸警備隊と地元
の公共安全・災害管理当局による捜索救助訓練と重な
った。米国沿岸警備隊ミクロネシア／セクター・グア
ムの司令官であるニック・シモンズ大尉（Capt.	Nick	
Simmons）はニュースリリースで、「ミクロネシア連
邦の提携国、特に捜索救助の能力を高め続けることは、
依然として最優先事項だ」と述べた。
その他の地域では、ニュージーランド国防軍（NZ軍）

約 300 人が 2023 年 3月、人道支援・災害救援（HADR）
訓練、水陸両用上陸作戦、学校への図書や物資の輸送
などを含む「マヒ・タヒ作戦」のため、輸送艦「カン
タベリー」でフィジーに派遣された。カンタベリーでは、
フィジーの水兵たちも上陸用舟艇とヘリコプターの操
作訓練を受けた。「太平洋全域での災害への対応はニ
ュージーランド軍にとって重要な役割であり、この重
要な能力を必要なときに発揮できるよう、できる限り
頻繁に訓練を行なう必要がある」と、演習を指揮する
合同任務群司令官のメル・チャイルズ大佐（Col.	Mel	
Childs）はニュースリリースで述べた。さらに、「私の
キャリアを通じて、フィジー共和国軍と訓練や仕事が
できたことは幸運であり、フィジー軍の友人たちとは
素晴らしい関係を享受している」と述べた。
同盟国や提携国間の安全保障協定は、このような取り

組みがいかに成功してきたかを物語っている。2023年	
5 月下旬、パプアニューギニアと米国は、パプアニュ
ーギニア国防軍の訓練とインフラを強化する防衛協力
協定に調印した。これは、パプアニューギニアの要員が、
密輸、違法漁業、その他の不法行為をパトロールする
米国沿岸警備隊と海軍の船舶に同乗することを認める
協定に続くものだ。	
パプアニューギニアはまた、オーストラリアとも安

全保障条約を交渉中で、この条約は「気候変動、サイ
バーセキュリティ、国家運営の経済的要素など、非伝
統的な安全保障上の課題が我々の戦略的環境に影響を
与えることを認識し、両国の共有する安全保障上の利
益の進化を反映するものである」と両国は 2023 年	
1月の声明で述べている。その 1カ月前、オーストラ

2022 年 9月、オーストラリア北部沖のカカドゥ演習で乗艦作戦を行う、オーストラリア海軍哨戒艇「ブルーム」（左）
とフィジー共和国海軍哨戒艇「サベナカ」。	豪国防省
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リア政府はバヌアツと、人道支援・災害救援からバイ
オセキュリティ、海上安全までを対象とする安全保障
パートナーシップを締結した。オーストラリアのリチ
ャード・マールズ（Richard	Marles）国防相は声明で、
「この合意は、この地域の平和と安全保障に対する家
族第一主義の実践的な表現だ」とし、「これは、オー
ストラリアとバヌアツが、太平洋の家族の一員として
協力し、共通の安全保障上の課題に取り組むという、
継続的なコミットメントを反映したものだ」と述べた。

連帯の強化
そうした課題には、バヌアツが 2つのサイクロンによ
る壊滅的な被害から立ち直るまでの長い道のりが含ま
れる。国内80の島々の人口の80％以上が被害を受け、
国内総生産の半分を超える約 1,423 億円（9億 5600万	
ドル）の経済的打撃を受けた。その間、同盟国や提携
国は現地に滞在する予定だ。このサイクロンのわずか
数週間後、米国国務省は「気候危機への取り組みを含
む潜在的な二国間協力と開発援助の分野を促進する」
ため、ポートビラに大使館を開設すると発表した。
2023 年 4月上旬までに、国連世界食糧計画の主導で、
フィジーからの寄付を含む 30トンの食糧配給と医薬
品が届けられ、緊急通信システムが設置された。
復興への取り組みが軌道に乗り始めた頃にも、	

提携国からこの地域への長期的な投資が約束された。
フィジー・タイムズ紙が 2023年 3月に報じたところ
によると、英国はスバで、気候変動に対するレジリエ
ンスを構築するために、脆弱なコミュニティに助成金
を支給する「パシフィック・パートナーシップ・ファ
シリティ」を立ち上げた。サモアでは、アジア開発銀
行が、2017年から 2026年まで実施される「太平洋災
害回復プログラム」の一環として、自然災害と保健緊
急事態のために約 14億円（1,000 万米ドル）を拠出し
た。また、日本は国連開発計画（UNDP）を通じて、
太平洋島嶼国 4か国（パプアニューギニア、サモア、
東ティモール、バヌアツ）の太陽光発電や水力発電を
含む再生可能エネルギーへの移行を支援するため、2年	
間で約 55億円（3,700 万米ドル）を拠出することを
約束した。「多くの太平洋諸国は、温室効果ガス排出
における役割はごくわずかであるにもかかわらず、多
発する気候危機への対策の青写真を描いてきた」と、
国連開発計画のアジア太平洋局長であるカンニ・ウィ
グナラジャ（Kanni	Wignaraja）氏は声明で述べた。
フィジーのランブカ大統領は、地域の課題に対する

このような統一的かつ包括的な対応こそが勝利につなが
ると指摘し、「この地域における地政学的な関心の高ま
りと、気候変動がもたらす現実的な脅威を背景に、太平
洋の家族としての連帯は極めて重要だ」と述べた。o

2023 年 3月、パプアニューギニア国防軍（PNGDF）に新型	PAC-750XL	汎用機	2	機を納入する契約に調印する、パプアニューギニア国
防軍司令官マーク・ゴイナ（Mark	Goina）少将（左）とオーストラリア国防軍司令官アンガス・キャンベル（Angus	Campbell）大将。
オーストラリア国防省
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な海の
ような
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違
法・無報告・無規制（IUU)	漁業は、世界的
な災害となっている。実に市場で売られてい
る魚の5分の1は違法に捕獲されたものだ。
世界の海の 65％を占め、人口の半数以上を

擁するインド太平洋地域では、国家経済に打撃を与え、
枯渇した魚類資源を崩壊に追いやり、海洋生態系に害
を及ぼし、強制的で危険な労働を奨励する漁業が横行
している。多くの国が主要な食料源として魚に依
存しているため、資源の維持は非常に重
要だ。
違法漁業者の特定に精通した国

際的な非営利団体による新しい
グループは、違法・無報告・無
制限漁業の疑いのある漁業に関
するリアルタイムの洞察や背
景データを各国が収集し、効
果的な対応を支援することに
取り組んでいる。共同イニシア
チブ「ジョイント・アナリティ
カル・セル（JAC）」は、増大す
る問題に対する自由で実用的な解決
策として 2022 年 5月に発足した。
当局は、多くの国の海事管轄区域内お

よび公海上で、違法・無報告・無規制漁業の抑制に限
定的な成功しか収めていない。一方、違法・無報告・
無規制漁業漁業は近年増加しており、その一因は、新
型コロナウィルス時の規制によって、より多くの貧困
層が違法漁業に従事するようになり、監視や検査がよ
り困難になったためである。法執行の能力を持つ国々
はそれぞれで対策に当たっており、多くの場合、二国
間あるいは多国間の協力はほとんどない。
JACは、漁業の監視・統制・サーベイランスのため

の情報ハブとして、また能力向上のためのフォーラム
として機能している。パートナーは、データ、革新的
な技術、パートナーシップの構築によって、各国の違
法・無報告・無規制漁業対策を支援している。グロー
バル・フィッシング・ウォッチ、インターナショナル・
モニタリング・コントロール・サーベイランス（IMCS）
ネットワーク、TM- トラッキングによって設立された
JACは、漁業情報、分析、支援、訓練を当局に提供し
ている。現在、さらに多くの非営利団体が署名し、活

動に厚みを与えている。JACには、政府や慈善団体か
ら資金が提供されている。
「我々は、全体で取り組むことは個々の活動を合わ
せるよりも大きい成果を得られると信じている」と、
グローバル・フィッシング・ウォッチのCEOであるト
ニー・ロング（Tony	Long）氏はニュースリリースで
述べた。「我々の異なる強みと専門分野、そして既存の
イニシアチブやツール、パートナーシップを組み合	

わせることで、その影響力を増幅させることがで
きる」

発展途上国のなかには、遠洋はおろか、
自国の水域でも漁業を監視し、適正な慣
行を執行する能力が限られている国も
ある。こうした状況は、法執行の空白
を利用しようとする者たちを助長す
る。その結果は壊滅的なものになりか
ねない。
「違法・無報告・無規制漁業問題の

核心は、世界の魚類資源の崩壊により、
何百万人もの人々が主要な食糧源を失う
可能性があることだ」と、ブルッキングス

研究所は 2023 年 2月に報告している。「海洋
生物に国境はなく、違法・無報告・無規制漁業の

加害者は機動力が高く、しばしば世界の広大な海を舞
台に活動しているため、これはまさに世界的な問題で
ある」
JACは提携国政府にインテリジェンスを提供して	

いる、と IMCS ネットワークのエグゼクティブ・	
ディレクター、マーク・ヤング（Mark	Young）氏は
FORUMに語っている。「JACに支援を求める国は、
サービスを受けるために複数の組織に連絡したり、同
じ海域内で活動する複数の組織に迷うことなく、ワン
ストップショッピングでサービスを受けたりすること
ができる」という。	

低リスク、高バリュー
漁業は、ある国の排他的経済水域（EEZ）内で許可な
く行われた場合、違法となる。漁獲量が実際より少な
いと記録されたり、まったく記録されなかったりした
場合は、未報告とみなされる。衛星とレーダーによる
監視は、無規制漁業を減少さ	せたものの、根絶させた

コンソーシアムが技術とデータへのアクセスを向上させ
違法漁業を抑制し、経済と生態系を保護
FORUM スタッフ | 写真：インターナショナル・モニタリング・コントロール・アンド・サーベイランス・ネットワーク
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ジョイント・アナリティカル・セル（JAC）
の設立母体である非営利団体は、集団的
努力を支持し、他者の専門知識を歓迎し
ている。JAC を発足させたのは以下の 3
グループ：

• 「グローバル・フィッシング・ウォッ
チ」は、海洋の公正で持続可能な利
用を促進するため、人間の海洋活動
に関する情報を分析し、広めている。

「見えないものを可視化する」ために、
衛星画像、機械学習、データ可視化
を使い、船舶の自動識別装置や船舶
監視システムから GPS 座標を追跡
する。

• 「インターナショナル・モニタリング・
コントロール・サーベイランス（IMCS）
ネットワーク」は、そのメンバーと
漁業のコンプライアンスと執行に責
任を持つ人々の間の「コミュニケー
ション、協力、調整」をサポートし
ている。このネットワークはまた、
特に発展途上国の漁業法執行機関の
ための能力開発も促進している。 

• 「TM- トラッキング（TMT）」は、各国
の漁業当局や国際機関に情報と分析を
提供し、提携国が漁業執行とガバナン
スを改善できるよう支援している。 

JAC には、さらに多くの組織がパートナー
として参加している：

• C4ADS は、漁船とその漁獲で最も利
益を得ている企業や個人とを結びつ
けるデータ主導型の分析を提供して
いる。C4ADS の主任アナリスト、サ
ム・ナウジョカス（Sam Naujokas）
氏は FORUM の取材に対し、「海上の
船舶をピンポイントで狙うだけでは、
モグラたたきをしているようなもの
だ」と述べた。

• アレン人工知能研究所は、グローバル・
フィッシング・ウォッチと TMT トラ
ッキングが開発した船舶ビューアー
のような技術とともに使用される衛
星ベースのソフトウェア「スカイラ
イト」を使って、漁業データを強化・
統合している。

JAC のパー
トナー組織

わけではない。例えば、北西インド洋と南西大西洋の公海に
おけるイカ漁は、管理計画がないまま操業されており、その
結果、効果的な規制を欠いている、とヤング氏は言う。	
法執行とは、魚の個体数を維持するためだけのものではない。

国連食糧農業機関（FAO）によれば、違法・無報告・無規制
漁業は組織犯罪とも関連している。米国税関・国境警備局は
2023 年 1月、「強制労働、麻薬取引、マネーロンダリング（資
金洗浄）、野生生物の密売といった重大犯罪と直結しているた
め」、違法漁業撲滅に取り組むと改めて発表した。違法・無報
告・無規制漁業に立ち向かう国々は、資源を持続的に収穫す
ることで、より多くの収益を上げている。	

世界第 2位の人口を抱える中国は、他のどの国よりも多く
の魚を消費していることが、2023 年 2月に米海軍研究所に
よって報告された。また、「違法・無報告・無規制漁業指数」
でも常にワースト 1位を占めている。この指数は、「有害な漁
業慣行に対する脆弱性、慣行、対応に基づいて」沿岸 152 か
国を評価したものだ。この指標は、世界的な漁業・養殖コン
サルタント会社であるポセイドン・アクアティック・リソース・
マネジメント社と、スイスを拠点とする非政府組織「国際組
織犯罪対策会議」によって開発された。
中国漁船はしばしば他国の排他的経済水域を侵犯する。米

海軍研究所の報告によると、中国の遠洋艦隊は 4,600 隻と世
界最大で、毎年公海のはるか彼方まで到達している。多くの
中国籍漁船とその乗組員は、中国が「定職に就いている民間
人で構成された武装集団組織」と表現する海上民兵の一員で
あると、米国沿岸警備隊のジェニファー・ラニオン中佐（Cmdr.	
Jennifer	Runion）が 2023 年 2月に報告している。漁師たち
は監視を行い、中国共産党の軍事目的を支援するための訓練
と資金援助を受けている。
違法・無報告・無規制漁業は、罰則が通常わずかな罰金で

あるため、低リスクで高付加価値の漁業となっている、と	
ハワイを拠点に環太平洋全域の研究センターと連携している
非営利団体パシフィック・フォーラムは 2021 年 11 月に報告
している。世界的には、一部の漁船が海底に網を引きずり、
脆弱な海洋生態系にダメージを与えている。船団はマグロ、
イカ、その他の魚種を漁獲し、国の規制が緩い港で違法な獲
物を荷揚げする。
国連食糧農業機関によれば、漁獲物が工場や冷蔵貨物船に

運ばれる際に、しばしばはるか沖合で行われる積み替えは、

JAC は、漁業の監視・統制・サーベイラ
ンスのための情報ハブとして、また能力
向上のためのフォーラムとして機能して
いる。パートナーは、データ、革新的な
技術、パートナーシップの構築によって、
各国の違法・無報告・無規制漁業対策を
支援している。	
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漁業規制の弱点になりうるという。一部の港で行われ
ているような効果的な監視なしに魚を移動させること
ができるため、違法・無報告・無規制漁業がサプライ
チェーンに入り込んでしまう可能性がある。
合法的な漁業者の生活にも打撃を与えるこうした操

業を止めさせようとする試みは、手ごわい困難に直面
している。しかし、高性能化する人工衛星を含むテク
ノロジーは、海難事故の標的と抑止に役立っている。
JACの使命は、各国、特に発展途上国が、違法・無報告・
無規制漁業とその擁護者を特定するための先進技術に
基づく選択肢を活用し、法執行のためにデータ分析を
より効果的に活用できるよう支援することだ。		
					

専門知識の結集
2022 年 5月、東京で、オーストラリア、インド、日本、
米国を含むクアッドの首脳は、インド太平洋の漁業を
守るために情報を共有し、技術を追求することで、海
洋領域認識（MDA）を向上させることを約束した。支
持者たちは、この協定は違法・無報告・無規制漁業と
集団で闘うための模範であると述べた。
オーストラリアとインドネシアは 2007 年、違法・

無報告・無規制漁業対策を含む責任ある漁業慣行を促
進するための地域行動計画を策定した。11か国が参加
し、漁業管理の強化を目指している。
水産業界専門家のためのオンライン情報源であるシ

ーフード・ソースによると、ツバル政府は 2022 年、
同国の排他的経済水域で無許可または無報告の漁船を
衛星で監視するため、ニュージーランド企業を起用し
た。一方、米国と太平洋島嶼国 13か国との間で結ば
れたシップライダー協定は、米国軍艦船が加盟する島
嶼国の排他的経済水域（EEZ）内における法執行を支
援することを認めている。
「この協力関係という考え方は、特に官民のパート
ナーシップを発展させ、それがより互恵的なものへと

進化していくにつれ、今後も関心を高めていくだろう」
とヤング氏は語った。
オーストラリア漁業管理庁の国際コンプライアンス・

ポリシー担当上級マネージャー、ヴィヴ・フェルナン
デス（Viv	Fernandes）氏は FORUMの取材に対し、
「JACとの関わりは初期段階にある」とした上で、「我々
はこのイニシアチブを支持し、違法・無報告・無規制
漁業への対応を協力して行うために関連情報や分析を
共有し、国際的なパートナーと協力を続けている」と
述べた。
ニュージーランド当局も希望的な見方を示してい

る。ニュージーランドの国際漁業コンプライアンス・
チームリーダーのアンドリュー・ライト（Andrew	
Wright）氏は、FORUMの取材に対し、「漁業はデー
タが豊富な環境であり、複数の情報ストリームが漁業
法執行担当者に提供されている」とし、「JACは、参
加国がこうした情報を最大限に活用し、最前線で活躍
する担当官が利用できるよう支援するだろう」と述べた。
JACの特長のひとつは、営利団体ではないという点

だ。その代わり、参加する組織は、特に新興技術を活
用する能力のない発展途上国に対し、技術やデータ分
析へのアクセスを提供し、違法・無報告・無規制漁業
に対抗できるデータへのアクセスを向上させる。理想
の形は、このサービスが世界的な海洋領域認識を強化
することだ、とヤング氏は言う。
「この新しい JACは、漁業情報、データ分析、能力
開発を強化するために、さまざまなグループが集まっ
て既存のテクノロジーを活用できることを示す驚異的
な例だ」と、2022 年 6月下旬にポルトガルのリスボ
ンで開催された国連海洋会議で、米国海洋・国際環境・
科学担当の当時の国務次官補モニカ・メディナ（Monica	
Medina）氏は語った。「何よりも重要なのは、我々が
共に生み出した情報を、効果的に行動できる人々の手
に素早く届ける必要があるということだ」。o

2023 年 3月、マジュロ・ラグーンで漁船を監視するマーシャル諸島
海洋資源局の職員。

フィジー・スバの市場で、サイズの小さい魚を押収する警官たち。
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タリスマン・セイバー演習において同盟国と提携国が	
前例のない規模でオーストラリアに集結

統一された
決意

タリスマン・セイバー 2023 の演
習中、オーストラリアと米国の統
合戦域医療部隊の隊員が医療サー
ビスの調整を実施した。
オーストラリア国防省
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FORUM スタッフ

ーストラリア陸軍のベン・
マクレナン大佐（Col.	Ben	
McLennan）は、敵をかかとで
踏みつぶさないように、振り付

け師のように慣れた動きで、クイーンズ
ランド州北東部を横断した。戦車、軍艦、
航空機、部隊を示す赤と青のプラスチッ
ク製模型が点在する8 × 16メートル	
の地図を横切りながら、マクレナン大
佐はオーストラリア国防軍司令官の上
級下士官補で准尉のケン・ロバートソ
ン（Ken	Robertson）氏にタリスマン
セイバーの作戦展開を説明した。それ
は「戦争ゲームのオリンピック」の中
盤にあたる 2023 年 7月下旬のことだ
った。この重要な演習には、十数か国
から 3万 4,500 人の兵士がオーストラ
リアに集結し、戦闘領域を超えた実戦
訓練や模擬訓練が行われた。
「どんな軍事活動でもそうだが、我々
はこれを予行演習だと考えている」と
マクレナン大佐はロバートソン准尉に

言った。「我々は、連合軍として活動し、
戦うために必要な重要な点をリハーサ
ルしている。これは、この地域の平和
と安定を確保するために、共に訓練し、
共に向上し、必要であれば共に行動す
るという、集団的なコミットメント、
集団的な決意、集団的な協力関係を示
すものだ」
2年に 1度開催され、今回で第	

10 回目を迎えた豪米演習は、その規模
と複雑さにおいて他の追随を許さず、
インド太平洋の地政学的現実を大きく
反映したものとなった。そこでは、中
国の急速な軍備増強、北朝鮮による不
安定なミサイル発射、ロシアによるウ
クライナへの理不尽で一方的な攻撃が
緊張を煽る一方で、志を同じくする国
同士のパートナーシップを強化するこ
とに改めて焦点が当てられていた。	

オ
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それは、タリスマン・セイバーに初参加し
たフィジー、フランス、ドイツ、インドネ
シア、パプアニューギニア、トンガの顔ぶ
れや、オブザーバーとして初参加したイン
ド、フィリピン、シンガポール、タイを見
ても明らかだ。
トンガのような発展途上国にとって、今

回の 2週間の演習は「地域の安全保障の取
り決めに参加する」貴重な機会だったと、
太平洋島嶼国トンガ軍の約 7％を占める 40
名のオーストラリア派遣部隊の司令官、タウ・
アホレレイ中佐（Lt.	Col.	Tau	Aholelei）は
述べた。「我々は皆、安全保障に関するそれ
ぞれ固有の関心がある。同時に、我々には
安全保障上の共通の関心事もある」と、ト
ンガの 3倍の面積を持つ 2,300 平方キロメ
ートルの演習場タウンズヴィル・フィール
ドで、アホレレイ中佐は FORUMに語った。
さらに、「最も小規模な参加国のひとつであ
る我が国は、単に貢献するだけでなく、貢
献することで作戦に付加価値を与え、提携
国に付加価値を与え、安全保障業務に関し
て信頼でき、信用に足る存在であることを
示したいと願っている」と続けた。
オーストラリア国防軍戦闘訓練センター

の司令官で、2005 年の第 1回演習の経験
者であるマクレナン大佐は、トンガ軍とそ
の他の部隊のタリスマン・セイバーへの参
加は「驚くほどスムーズだった。と語った。
20年足らずの間に、参加国が 2か国から
13か国に増え、そして次回は 17か国にな
る可能性があるという事実は、本当に驚く
べきことだ」とFORUMに語った。「そして、
統合は、人、プロセス、プラットフォーム
にまたがる。志を同じくする国から来た我々
の仲間たちは、とてもうまく融合している
と思う。そこには真剣さがあり、連携し、
助け合い、一緒にチームを作りたいという
真の願望がある ...... だから、この種の活動
は、複数の国の人々のために機能する共通
のプロセスを開発するのに役立つ素晴らし
いものだ」と続けた。

腕を磨く
タウンズヴィルフィールドにあるマクレナ
ン大佐のマップから数十歩の距離にあるテ
ントやトレーラーでは、軍と民間のアナリ
ストたちが、ビデオフィードやデジタル化
された部隊の動きのレンダリングを行うス
クリーンの下で何台ものコンピューターモ
ニターの前に座っていた。そのミッション
とは、リアルタイムで個人レベルまでのオ
ペレーション・パフォーマンスを評価する

ことだ。連合軍が川を渡る際の陽動作戦は、
予想された敵の反撃を引き出したのか？真
の標的を隠しつつ敵のバランスを崩すため
に、得られたデータをどのようにその後の
動きに反映させることができるだろうか。	
カスタマイズされた評価には、GPS トラ

ッカー、モバイル機器、埋め込み型コーチ
が組み込まれた。プロスポーツを想像して
みてほしい、とマクレナン大佐は言う。「活
動の終わりまでフィードバックを待つので
はなく、試合中にフィードバックする。つ
まり、来週の次の試合のためではなく、次
のプレーのためだ」と星条旗新聞に語って
いる。「このフュージョン・セルが提供する
フィードバックとコーチング・ネットワー
クを通じて、学び、成長する」
ハイテクと人間的分析の融合は、他の場

所でも展開され、米軍兵士たちは、脈拍酸
素レベル、心拍数、その他の生理学的指標
をモニターするために心臓の上に装着する
携帯電話接続デバイスを含む、健康準備・
パフォーマンス・システムを試験した。予
測アルゴリズムを使用することで、このテ
クノロジーは、負傷の原因となり、意思決
定を妨げ、パフォーマンスを低下させる熱
ストレスの兆候を、衛生兵や分隊リーダー
に警告することができる。
軍の医療専門家もまた、多国籍チームで

オーストラリア大陸全域のタリスマン・セイ
バー参加者のケアにあたるとともに、自らの
作戦準備態勢を強化した。「我々の目標は相
互運用性を保ち、一緒に展開できるようにす
ることだ」と、オーストラリア陸軍第3衛
生大隊の呼吸器専門医、ジョナサン・ポセ
ラック大尉（Capt.	Jonathan	Polasek）は、
クイーンズランド州の州都ブリスベンの北
約520キロにあるロックハンプトン陸軍予
備隊基地（通称	" キャンプ・ロッキー "）で
FORUMに語り、「オーストラリアと米国は、
世界のさまざまな問題に対処するための長期
的な提携国であり、我々は皆、医療や看護の
視点や実践方法を共有している。そして、そ
れぞれがどのように活動するかを非常に素早
く理解することができ、そうした能力を提供
するために非常に素早く互いに調和すること
ができる」と述べた。
今回の演習に 50人近くが参加している

ユタ州兵の第 144 地域医療支援中隊に所属
する医師助手のアンドレア・ボイヤー大尉
（Capt.	Anndrea	Boyer）は、「臨機応変に
対応し、協力し、コミュニケーションをと
ることができただけでも、素晴らしいこと
だ」と付け加え、「我々は協力し合い、さま
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ざまなトラウマのシナリオを実行し、さまざ
まな機器や医療用品を使用し、真にシームレ
スなマシンになることができた。...	互いに多
くのことを学んだ」と語った。	
こうしたコラボレーションとイノベーショ

ンは、30隻近い艦船や潜水艦、500 以上の任
務を遂行する 50機以上の航空機を含むタリス
マン・セイバー全体に浸透していた。その成
果には以下が含まれる：
•	オーストラリア国防軍と米国軍は、マル
チドメイン攻撃能力の一環として、射程
300kmの陸軍戦術ミサイルシステムを
使用して標的を攻撃した。
•	日本の陸上自衛隊は、オーストラリア
で 12式地対艦ミサイルと 3式地対空ミ
サイルChu-SAMを初めて実戦配備した。
•	韓国軍は、K239 チョンム自走多連装ロ
ケットシステムとK9サンダー自走榴弾
砲を初めてオーストラリアに配備した。
•	米国陸軍・海軍は、クイーンズランド
州北部に 3キロの船から陸までの石油
パイプラインを敷設し、遠隔地におけ
る兵力維持を実証した。
•	オーストラリア国防軍と米国軍は、
長さ 540 メートルの浮桟橋をクイー
ンズランド州ボーエンに架設した。
•	オーストラリア空軍の多用途航空機
KC-30A と米国空軍の戦車KC-46A ペ
ガサスが初めて協調して空対空給油活
動を実施した。
演習の目標は、複数部隊間の相互運用性に

とどまらない。米国海軍の第 7遠征打撃群、任
務部隊 76、水陸両用軍第七艦隊の司令官であ
る米海軍のクリス・ストーン少将（Rear	Adm.	
Chris	Stone）は、米国海軍研究所ニュースに
対し、「我々が本当に進めようとしているのは
互換性であり、それは次に続くステップのよう
なものだ。我々の国旗に関係なく、我々の誰か
が他のパートナーのために任務を遂行できるよ
うにすることだ。我々は本当に、戦術、技術、
手順、理念、理解、訓練、熟練度が同等である
ような、互いにプラグアンドプレイが可能なと
ころまで進歩しようとしている」と述べた。

絆を深める
緩衝材や蓋のない飲料にとって悩みの種であ
る曲がりくねったでこぼこ道が続く牧畜地帯
を通る 25キロの砂利道の終点で、オーストラ
リア陸軍のグレッグ・ビルトン中将（Lt.	Gen.	
Greg	Bilton）は、ランガム・ビーチにドイツ軍、
日本の自衛隊、米国軍が上陸するのを砂丘の
上から見守っていた。タウンズヴィルの南東
約 725 キロ、コーラル・シーに北に突き出た

タリスマン・セイバー 2023
でショールウォーターベイ訓
練場で戦術的挿入を行うイン
ドネシア国軍空挺部隊。
オーストラリア国防省
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半島の突端にあるスタネージ・ベイには、黄金色の砂
浜が広がっている。荒れ模様の雲で霞んだ水平線には、
東に向かう軍艦のシルエットがかろうじて確認できる。
米国海兵隊所属のMV-22B オスプレイの轟音が、ティ
ルトローターが海岸線に影を落とすにつれて最高潮に
達した。南東のショールウォーターベイでは、インド
ネシアと米国の空挺部隊がC-130 から戦術的投入を行
い、韓国海兵隊が別の上陸拠点を確保した。	
水陸両用強襲訓練は、タリスマン・セイバーの多国

籍性を象徴するものだった。「今日、日本の自衛隊がそ
の証拠を見せてくれた」と、オーストラリア国防軍の
共同作戦責任者であるビルトン中将は記者団に語った。
「この地域に対する欧州の関心も高い。彼らはこれらの
演習を、自国の軍隊がこのような環境で活動する機会
として捉えている」。ドイツ海軍空挺大隊のヨナス・リ
ンケ大佐（Capt.	Jonas	Linke）は、200 人以上のドイ
ツ空挺部隊と歩兵部隊とともに 15,000 キロもの距離
を移動し、インド太平洋に初めて派遣された。文化の
違いは、共有の使命と相互信頼によって消し去られた
と、スタナージ湾の中継地でリンケ大佐は語った。「米
国海兵隊と日本の自衛隊との活動は、素晴らしい訓練
の機会となった。我々はそれぞれ違う言語を話すが、
同じ軍隊の言葉を話し、同じ目標と目的を達成するこ
とで、全てをやり遂げることができる」。
インドネシア陸軍のアリフ・ウィディアント中佐（Lt.	

Col.	Arief	Widyanto）は、タリスマン・セイバーに
100 人以上の要員を配備したインドネシア初陣の一環
として、水陸両用強襲時に 30人以上の空挺部隊を率
いて突入した。第 501 空挺大隊の司令官を務めるアリ
フ中佐はFORUMの取材に対し、「演習の計画段階から、
すでに多くのことを学んだ」と述べ、「インドネシア軍
にとって、国外でこのような大規模な演習に参加でき

ることは素晴らしい経験だ。他の隊員と机を並べて働
き、良好な関係を築くことができる隊員だけでなく、
現場の隊員にとっても、同盟軍の能力を知り、彼らに
ついて多くのことを学ぶことができる」と語った。
教訓はブッシュでも兵舎でも共有された。「将来の構

想について、特にそれぞれの軍隊の組織化について、	
互いに助け合えるさまざまな分野について話し合ってい
る」と、真冬の夕暮れとともにラムやステーキの焼ける
香りが漂う、タウンズヴィル・フィールドの食堂テント
とフィールド・キッチンの近くにある折りたたみ式のテ
ーブルでアリフ中佐とともに座るアホレレイ中佐が語っ
た。「それはパートナーシップであり、そうした関係を
育むことだ。会議室に座って形式的に正しいことを言う
のも一つの方法だが、人と人との間には自然なつながり
があり、そこから信頼と尊敬が生まれるものだ」

「統一された決意」
米国陸軍のブライアン・マーティン大佐（Col.	Bryan	
Martin）が四駆車を操りながらタウンズヴィル・フィ
ールドのガレ場を抜けると、窓の高さまで水しぶきが
上がり、白いトヨタ・ランドクルーザーにかかった黄
土色を濃くした。ハワイに拠点を置く統合太平洋多国
籍即応センター（JPMRC）の司令官であり、タリスマ
ン・セイバー副演習指揮官でもあるマーティン大佐は、
広大な戦場を見渡し、地図と携帯無線で自分の位置を
確認しながら作戦を分析していた。ランドクルーザー
を離れ、厳しい地形を徒歩で移動した彼は、生い茂る
草木の中にカモフラージュされた数台の車の間隔に注
目した。「155 ミリ弾の炸裂半径内に入らないことが重
要だ」と彼は FORUMに語った。「こっちはまだ少し
きついが、かなり分散している」	
タリスマン・セイバー初のもうひとつの活動として、

タリスマン・セイバーの期間中、
クイーンズランド州のショールウ
ォーターベイ訓練場で水陸両用上
陸作戦を行う韓国海兵隊。
オーストラリア国防省
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統合太平洋多国籍即応センターとオーストラリア国防
軍の戦闘訓練センターが、10日間にわたる共同強行作
戦のために能力を統合し、劣勢の連合軍が侵攻してき
た敵から島嶼共和国を守った。適応的で意志を競い合
うシナリオにより、計画担当者たちは「ストレスの霧
と摩擦を引き起こすことができた」とマーティン大佐
は語った。「これは、志を同じくする国々が一堂に会し、
共通の戦力目標に向かって努力し、太平洋における戦
力投射と決定的な陸上戦力の遂行という側面から、何
が可能な範囲にあるのかを実証するものだ」
この演習は、計画から実施に至るまで、拡大する豪

米軍事パートナーシップを強く象徴するものだった。こ
のパートナーシップは、第一次世界大戦中の西部戦線の
塹壕から 1世紀以上にわたって続いており、1951年	
に調印された相互防衛条約によってさらに強固なもの
となった。オーストラリア政府は訓練開始のわずか数
カ月前に、「国防戦略見直し」を発表した。この見直しは、
オーストラリアが直面する安全保障上の課題を包括的
に評価したもので、8万 5,000 人の国防軍に「敵対勢
力をわが国の沿岸から遠く離れた場所でも危険にさら
すことができる」ようにすることを求めている。その
提言の中には、高機動砲ロケットシステム（HIMARS）
などの長距離攻撃能力の開発、戦闘機への長距離対艦
ミサイルの搭載、米国との軍事計画の強化、オースト
ラリアへの米国軍ローテーションの増加などが含まれ
ている。	
タリスマン・セイバーが 2週目に入った頃、オース

トラリアと米国の国防相・外相がブリスベンで会談し、
米海軍潜水艦のオーストラリア訪問の長期化・定期化、
米陸軍水上艇と米海軍海上哨戒機のオーストラリアへ
のローテーションなど、協力関係の深化に合意した。
両国はまた、2024 年までにオーストラリアの国防情報

機構内に統合情報センターを設置し、2025 年までにオ
ーストラリアで誘導多連装ロケットシステムを共同生
産することでも合意した。さらに、地域の安全保障と
安定を強化するため、インド、インドネシア、日本、
フィリピン、韓国を含む提携国との協力を強化すると
も述べた。
米国陸軍に 41年間在籍した経験を持つロイド・オ

ースティン米国国防長官は、リチャード・マールズ豪
国防相とともにタウンズヴィルのラバラック兵舎を訪
問した際、演習参加者に、「私は戦闘中、右を向いても
左を向いても、豪州の兵士、水兵、航空兵、そして今
日ここにいる多くの同盟国や提携国を目にしなかった
ことはなかった」と語った。「これこそが我々の目的だ。
我々は相互運用性を重視している。我々は一丸となっ
て取り組む。そして、自由で開かれたインド太平洋と
いう共通のビジョンを推進する」
タウンズヴィル・フィールドで戦車道や航空機のプロ

ペラ、兵士たちが蹴り上げた砂埃が地面に静かに落ち着
く頃には、マクレナン大佐とマーティン大佐、そして彼
らの同僚たちは 2025年の次期タリスマン・セイバーの
計画に着手していることだろう。オーストラリア人であ
れば「シドニー・ハーバー・ブリッジのペンキ塗り」と
例えるかもしれない、ほとんど継続的な取り組みであり、
多国籍パートナーシップの新たな飛躍を約束するものだ。
「全体として、目覚ましい成果だったと思う」と語
るマクレナン大佐の足元には、歴史的な任務の規模と
範囲を示す戦場地図があった。「そしてそれは、共に活
動し、共にトレーニングし、共に戦い、共に良くなろ
うという共通の、統一された決意とコミットメントの
証だと思う。みんなが同じ方向に向かえば、成功は自
ずともたらされる。知っての通り、危機的状況に陥っ
たとき、私たちを支えてくれるのは協力関係だ」。o

タリスマン・セイバー 2023 で、
シロアリ塚を隠れ蓑にするオ
ーストラリア陸軍兵士（西オ
ーストラリア州ダービーにて）。
オーストラリア国防省

2023年8月、タリスマン・
セイバーで、クイーンズ
ランド州スタネージ・ベ
イで実施された多国間水
陸両用強襲訓練を視察す
る統合作戦部長のグレッ
グ・ビルトン豪陸軍中将。	
FORUM スタッフ
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共に
より強く
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フィリピン特殊作戦軍（SOCOM	AFP）の副司令官であるラヌルフォ・A・
セビーリャ大佐（Col.	Ranulfo	A.	Sevilla）と、米国側司令官である
第 1特殊部隊群（空挺）第 3大隊長のヴィンセント・エンリケス	
中佐（Lt.	Col.	Vincent	Enriquez）が、4月にフィリピンで実施され

たバリカタン2023演習中にFORUMの取材に応じた。セビーリャ大佐はまた、
バリカタン 2023 特殊作戦部隊（SOFまたは SOFOR）実動訓練（FTX）の最高
責任者、バリカタン指揮所訓練（CPX）の特殊部隊司令官も務めた。フィリピ
ン軍および米国太平洋特殊作戦軍は同盟国や提携国との継続的な対面交流が二
国間関係の基盤であることを踏まえ、両氏はフィリピンと米国のパートナーシップ	
を強化する上での役割について意見を交わした。

フィリピンのフォート・マグサイサイで行われたバリカタン 2023 演習でスピーチを行う	
フィリピン軍のラヌルフォ・A・セビーリャ大佐（左）と	

米国陸軍の第 1特殊部隊群（空挺）第 3大隊司令官ヴィンセント・エンリケス中佐。	
サミュエル・キム（SAMUEL KIM）二等軍曹 / 米国陸軍

特殊部隊が連携能力と
集団力を強化

パラワン州でのバリカタン訓練で、目標に接近するフィリピン海軍特殊作戦部隊所属の水兵と	
米海軍特殊戦作戦員。		

ダニエル・ゲイサー（DANIEL GAITHER）一等兵曹 / 米国海軍

FORUM スタッフ
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FORUM: バリカタン 2023 でのそれぞれの	
役割は？

セビーリャ大佐：私はフィリピン特殊作戦軍の
副司令官です。バリカタンでは、特殊作戦部隊
実動訓練イベントの演習指揮を担当しています。
2年前にバリカタン演習の構想が立てられたと
き、我々は、特殊作戦軍の要員を監督する演習
指揮部を創設する必要性に気づきました。そこ
で昨年（2022年）、この演習指揮部を創設し、
現在は私が演習指揮を執っています。私はフィ
リピン特殊作戦軍特殊作戦部隊の演習指揮官で
あると同時に、指揮所演習（CPX）の司令官で
もあるので、特殊作戦軍特殊作戦部隊の演習指
揮官であると同時に特殊作戦部隊の指揮所演習
の司令官という2つの役割を担っています。指
揮所演習だけでなく、卓上演習の計画にも参加
するのは非常にチャレンジングなことです。ま
た、実際のシナリオの中で、こちらのカウンタ
ーパート（エンリケス中佐）が行うイベントの
監督もします。

エンリケス中佐：監督は大歓迎です！私は	
（米ワシントン州の）ルイス・マコード統合基
地所属で、パラワン州やルソン島北部、マグ
サイサイ基地などに展開している特殊作戦部
隊の一員として、長期的な提携国であるフィ
リピン特殊作戦軍との相互運用性や連携能力
を高めるとともに、米国軍が実動訓練を効果
的に行えるようにするためにこちらにいます。
この機会を持てたことをうれしく思っていま
す。この規模で最後に演習を行ってからずい
ぶん時間が経っているし、パートナーシップ
に投資し続けることが重要です。我々は、い
かに強力なパートナーシップを築き、共に戦
っているかを世界に示しているのです。

FORUM: 過去のバリカタン演習に参加した	
ことは？

セビーリャ大佐：私はまだ大尉だったころ、バリ
カタン演習に参加したことがあります。2000年	
に特殊部隊連隊（空挺）のG8で教育訓練担当

バリカタン演習
で武器を準備す
るフィリピン兵
と米兵。ロイター
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の参謀長補佐を務め、それがバリカタンへの
初参加でした。特殊部隊の訓練将校であると
同時に、戦術レベルではODA186（特殊部
隊の作戦派遣部隊アルファ）に参加し、小部
隊戦術訓練に参加しました。それからわず
か 7年後、私は再びバリカタンに参加し、
当時はフィリピン軍合同特殊作戦部隊（AFP	
JSOG）に所属していました。合同特殊作戦
部隊は当時、特殊作戦軍ではなくフィリピン
特殊作戦軍の直轄でした。情報将校として、
2度ほどバリカタンに参加する任務も与えら
れました。私はバリカタンが進化するなかで、
多くの変化を見てきました。以前のバリカタ
ン演習では、小部隊の戦術やTTP（戦術・技術・
手順）の訓練交流に重点を置いていました。
今、焦点は作戦コンセプトに移り、より広い
範囲、より広い視野へと広がっています。今
回の演習で、特殊作戦タイプのミッションが
他にも導入され、ハイブリッドな脅威に対す
る任務だけでなく、主権や	領土を守るための
領土防衛に重点を置くようになったのは、本
当に喜ばしいことです。本当にうれしいです。

エンリケス中佐：フィリピンで多くの練習
に参加してきましたが、不思議なことにバ
リカタンに参加するのは初めてです。今年
のイベントで意義深いのは、前例のない規
模だということです。セビーリャ大佐がお
っしゃったように、作戦レベルや戦略レベ
ルまで見据えた、より高いレベルでの訓練
を行うためのまたとない機会です。これま
での演習では、戦術的な訓練は協力関係の
構築に有益でした。しかし、そうした訓練は、
実際の戦闘状況において私たちが協力し合
えることを確認する機会には必ずしもなり
ませんでした。私たちは戦闘を維持し、複
数の作戦を調整するために互いに連絡を取
り合わなければなりません。以前、全国各
地の部隊と行った小規模な訓練では、皆が
独立して行動することができ、それはそれ
で良い訓練になりました。しかし、私たち
は複合的な共同効果を達成することはでき
ませんでした。今回は、フィリピン、我が国、
そして国際的なパートナーなど、さまざま
な提携国が参加しており、オーストラリア
の特殊作戦部隊（SOF）と大規模な協力が
できるまたとない機会です。それが今年の
大きな違いです。

FORUM: バリカタン 2023 の特徴は？

セビーリャ大佐：オーストラリアとの訓練
はこれまでも行ってきましたが、オースト

バリカタン
2023 でミサイ
ルを発射する米
軍のM142 高機
動砲ロケットシ
ステム（サンバ
レス州）。
AP 通信

ラリアがバリカタンに参加するのは今回が初め
てです。相互運用性だけでなく、今はシステム
の統合も重要だと思います。というのも、我が
国のシステムが米国のシステムに比べてはるか
に遅れていることは事実だからです。もし共通
の敵がいるのであれば、私たちが協力して戦え
るように、彼らのシステムを私たちのシステム
に統合できるようにしなければなりません。

エンリケス中佐：背景を無視することはできな
いでしょう。フィリピンの領土主権に関する懸
念が存在します。私たちのパートナーシップが、
その主権を脅かす可能性のあるあらゆる種類の
侵略を確実に阻止したいと考えています。私た
ちが協力し、自衛し、フィリピンという非常に
有能な提携国が存在することを示すことが重要
です。私の民族的背景はフィリピンですから、
長い間親しんできた文化や提携国、友人たちと
仕事をするのはとてもエキサイティングなこと
です。本当にうれしいことです。また、私の軍
人としてのキャリアの中で、特殊作戦部隊の提
携国やフィリピン特殊作戦軍との関係が発展し、
その司令部が拡大し、能力が向上していくのを
目の当たりにしてきました。ほとんど中隊規模
のパートナー要素として始まったものが、師団
や将官の戦闘司令部へと成長し、その間、私た
ち第 1特殊部隊群は長年の関係を維持してきま
した。ある意味、私たちは一緒に成長してきた
のです。

セビーリャ大佐：今回のバリカタンで私がうれし
く思っているのは、まさに今朝、特殊作戦部隊の
簡単な開会式で述べたことです。2021 年半ばに
アメリカの計画担当者が私のオフィスに来たとき
のことを話しました。その時、私は担当者らにこ
う伝えたのです。「バリカタンのために、さまざ
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まなシナリオや	訓練のコンセプトを考え
てみてはどうか？小部隊戦術だけに焦点
を当てるべきではない。おそらく、限定
的な規模ではあるものの、非通常戦（UW）
を演習に取り入れることは可能なのでは
ないか。演習時間は限られているので、
非通常戦の 7つのフェーズを踏襲する代
わりに、いくつかのフェーズをスキップ
することができる」と。幸い、彼らはこ
のアイディアを採用してくれました。非
通常戦が訓練に組み込まれたのは昨年の
バリカタンでしたが、バリカタンが始ま
る数週間前にウクライナ危機が勃発した
ため、まさにタイムリーでした。私のオ
フィスを訪れた米国の計画担当者らと話
し合っていたシナリオは、ウクライナで
今起きていることとほとんど同じでした。
それを実践し、予行演習し、私たちの兵
士だけでなくフィリピン人コミュニティ
も、侵略があった場合に回復力や抵抗力
を高めることができるようなコンセプト

を考え出すことができるのですから、今
からわくわくしています。というわけで、
バリカタンはテストケースですが、おそ
らく来年（2024 年）までにはさらに拡大
させ、一方的な非通常戦だけに焦点を当
てるのではなく、合同、複合型の非通常
戦になることを望んでいます。

エンリケス中佐：ええ、もちろんです！
特にここでの特殊作戦部隊のプレゼンス
は根強いものがあります。ここには常に
陸軍特殊作戦部隊があり、他の特殊作戦
部隊パートナーとともに、今後数カ月で
大隊本部まで規模を拡大する選択肢も浮
上しています。これは、パートナーシッ
プに対するより大きな投資を表すもので
す。特殊作戦においては、私たちは「初
動対応」という呼称を使いません、なぜ
なら「私たちはすでにそこにいる」から
です。私たちはパートナーとともに、侵
略に抵抗する準備を常に整えています。

バリカタン2023
で武器訓練に参
加するフィリピ
ン兵と米兵。
GETTY IMAGES
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FORUM: バリカタンやその他の二国間訓練を
より充実させるには？また、将来的な	
演習指揮者や参加者へのアドバイスは？

セビーリャ大佐：私は我が国の国家危機管理
政策の提唱者です。フィリピン政府の国家安
全保障会議事務局にいた時の任務の一部で
した。実際、私は、当時のベニグノ・アキ
ノ大統領が署名した大統領令第 82号（2012
年）を伴う国家危機管理マニュアルの著者の
一人でもあります。ですから、私は常に安
全保障部門に、差し迫った脅威や進展する
危機に対する危機管理計画を策定し、予行
演習や訓練を通じて危機管理計画を検証す
るよう促しています。予行訓練や演習には、
危機管理計画に携わっている人々も参加さ
せるべきです。ですから私は、米国とフィリ
ピンが近い将来合意する、現在開始したこと
に続く訓練を支持しているのです。私が会議
やミーティングで彼らに伝えているのは、こ
の機会を利用して経験から学び、相手チーム
のやっていることを観察し、自分の部隊に戻
ったら、それを私たちとも共有できるように
することです。上のレベルでは参加している
かもしれませんが、下のレベルで何をやって
いるかは必ずしも見えないかもしれません。
今回の訓練が終わったら、特殊作戦部隊の演
習指揮官として、必ず事後レビューを行い、
私たちが学んだこと、観察したこと、経験し
たことをまとめ、今回参加していない他の 2
つの部隊にも波及させます。私は、この機
会を利用して、技術だけでなく、プロセス
がどのように作られているのか、私たちが
持っているシステムも研究するようことを、
大いに強調しています。

エンリケス中佐：私は兵士たちに、「今すぐ
チームを作り、チームに投資しなさい。今度、
仲間とこの地に降り立つときは、戦いのとき
かもしれないのだから」と言います。だから、
この機会に準備を整えるようにと。私たち
は相互運用性について話し、能力開発につ
いても話します。しかし、私は人間的な側
面や人間関係を非常に高く評価しています。
自分は誰を信頼しているのか、そして彼らは
自分を信頼しているのか？危機が起これば、
信頼関係を築く時間があるとは限りません
から、バリカタンの精神で、肩を寄せ合って
協力しなければなりません。（バリカタンと
はタガログ語で肩を並べるという意味）。危
機は一刻を争うものですから、私たちはとも
に迅速に決断して行動する必要があります。
だから、私たちは今、その能力を身につけ

るために訓練しているんです。今、こうし
た能力と信頼を築き上げることで、攻撃を
抑止することができます。そうすることで、
誰も私たちのチームに手を出そうとは思わ
なくなるでしょう。私たちは仲間です。

FORUM: バリカタンや比米のパートナー	
シップについて、他に強調したい点は？

セビーリャ大佐：私は我々のカウンターパ
ートに感謝の意を表したいと思います。将
来、また彼らとともに、今回よりもさらに
大きな規模で開催できることを楽しみにし
ています。特に、フィリピン軍の特殊作戦
軍は創設 5周年を迎えたばかりで、まだ
成長過程にありますから。米国での特殊作
戦軍の運営方法について、私たちはまだ多
くの訓練や研究が必要です。米インド太平
洋軍にとどまらず、米国特殊作戦軍とも直
接協力できることを楽しみにしています。

エンリケス中佐：フィリピン特殊作戦軍の仲
間の、歓待と協力、兄弟愛、仲間意識に対し
て、心から感謝しています。私の兵士たちは
皆、フィリピンで活動できることをとても楽
しみにしています。戦術レベルから国家レベ
ルまで、私たちをいつも快く迎えてくれま
す。昔からの家族ぐるみの付き合いのような
もので、スケールの大きな訓練ができるのは
素晴らしい機会です。これからもチームづく
りを続けていきたいと思います。この地では
オーストラリアも参加することができます。
これからもこのイベントを最大のものにし
ていきましょう。o

バリカタン 2023 の
期間中、フィリピン
北部のカパスでトラ
ック搭載榴弾砲を操
作するフィリピン軍。
AP 通信
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今後の期待

科学者らが日本沖の過去最深で 
魚の捕獲・撮影に成功

ロイター

オ
ーストラリアと日本の科学
探査隊が、初めて海面下
8km 以上の深海で魚を捕獲
し、さらにその様子の撮影
に成功した。

探検隊のチーフ・サイエンティスト、ア
ラン・ジェイミーソン（Alan Jamieson）教
授が 2023 年 4 月に発表したところによる
と、西オーストラリア大学（UWA）と東京
海洋大学のチームによる 2 カ月間の航海で、
北太平洋の日本海溝の水深 8,022 メートルで 2 匹のクサ
ウオがトラップによって捕獲されたという。

このクサウオはチヒロクサウオの一種で、水深 
8,000 メートル 以下で捕獲された初めてのクサウオだと
いう。体長は約 11 センチに達することが記録されている。

地球上で最も深い場所に生息する魚類に関する 10 年
にわたる研究の一環として行われたこの共同調査によ
り、調査船「DSSV プレッシャードロップ」号から降ろ
された遠隔カメラは、南日本沖の伊豆・小笠原海溝の水
深 8,336 メートルを泳ぐまだ知られていない種類のクサ
ウオも記録した。

「日本の海溝は、驚くべき探検の場所だった。海底に
いたるまで、生命に満ちあふれていた」と、ミンダルー
UWA 深海研究センターの創設者であるジェイミーソン

教授は言う。同教授は「私たちは、2、3 歳の幼い頃から、
深海は行ってはいけない恐ろしい場所だと伝える。そし
て、その恐れは成長と共に大きくなる」とし、

「我々は、深海が地球という惑星の大部分を占めてい
るという事実を理解していない、我々が深海にどのよう
な影響を及ぼしているのか、そして深海がどのように機
能しているのかを理解するために資源を投入すべきだ」
と述べた。

調査船DSSV「プレッシャードロップ」号の遠隔カメラを使用し、
科学者たちが南日本沖の伊豆・小笠原海溝でこれまで確認され
ていないクサウオの一種を記録した。CALADAN OCEANIC

画像：オーストラリアと日本の科学探査隊が、日本沖の水
深 8,000 メートル以上の深海でクサウオを撮影・捕獲した。
VIDEOELEPHANT（ロイター通信経由）

IPDF
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最後の写真

2023	年	3	月下旬、韓国の浦項（ポハン）で「双龍」を意味するサンヨン演習に
参加する大韓民国と米国の海兵隊員たち。部隊は、70	年以上の絆で結ばれている

同盟国軍の戦闘準備態勢と相互運用性を強化するため、	
大規模な水陸両用強襲訓練を実施した。

海岸周辺での演習
GETTY IMAGES

IPDF



68 IPD FORUMFORUM

今すぐ登録：
www.ipdefenseforum.com/subscribe
郵送でのお申し込みはこちらまで：
IPD FORUM PROGRAM MANAGER 
HQ USINDOPACOM, Box 64013 
Camp H.M. Smith, HI 
96861-4013 USA
以下を明記してください。
▶ 氏名
▶	ご職業
▶ 役職または階級
▶ 郵送先住所
▶ メールアドレス

無料定期購読

インド太平洋防衛フォーラムは、インド太
平洋地域の軍事・安保問題専門家の方々を
対象に無料提供している軍事雑誌です。

www.ipdefenseforum.com

的確で意義深い	
オンライン記事

一部の地域ではご利用いただけない
プラットフォームもあります。

新しい	コンテンツを		毎日掲載！

11の言
語で	

お読み

いただ
けます

！

オンライン＆
SNSでフォロー！


